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Iスラヴ研究L No. 53 (2006) 

ロシア連邦制の構造と特徴
比較連邦論の視点から

長谷直哉

はじめに

ロシア連邦が成立して以降、ロシアの構成主体11)および連邦体制に関する酎「先は、イ|々

増加する傾向にある J 半実、栴成-t1本レベルでの詳細な実証研究が時んになり、多くの意
義深い地h政治研究が、内外を問わず現れるようになってきている。しかしながら、現在

ロシアが選択している同家体制である連邦制について、連邦制研究の品積を応用して分析

を行ったケースはほとんどないといってよい。連邦制の分析を行う場合には、連邦政府と

構成主体との関係性について説明を与えることが重要となるυ 辿邦制[主辿祁構成政}tfの)ム

範な自治を円IfJJfとした非集権的な政治制度であるが、一義的に民主主誌が定義できないこ

とと同様に、どのような形でJド集権性を維持するかについては多様な選択肢があり得る J

したがって、アメリカやカナダなど伝統ある辿邦国d訴を基準としてロシアなど新興の辿邦

同家を分析するのではなく、連邦制の本質である非集権竹が連邦政府と連邦構成政府との

問でどのように、そしてどの程度維持されているかに着目して個々のケースを分析する必

要があろうじそして、このためには幅広い祝点からの比較分析が必要と立る。ロンア連邦

制に|到する既存の研究の多くは、構成主体の分離主義的動Injに焦点を当てるもの、椎限区

分条約のような特定のイシューにのみ注目してロシア述邦市rJの特徴を浮き出そうとするも

の、あるいはロシアを特殊立事例として縦えるものなどであって、述書Jl制側先の用論的蓄

積に言及することなく、比較の視!.':¥を失ってしまっているの本論文の目的は、比較連邦論

の似点から、ロシアの述邦制を比較可能な制点で捉えるごとにある。述邦制度に閃して他

の連邦国家との比較分析を行い、ロンア連邦制が制度的に見てどのよう立特徴をもっ連邦

制なのか、明らかにしたPC

1.分析枠組み

(1 )先行研究

まず、国内外における主要なロンア連邦制研究の論点を整賭しておく必嬰があろうじ連

邦制に|剖わる政治現象は現代ロシア政治を理解するための重要な嬰|大|であるため、それに

1 連邦構成政刷のことを指し、アメリカやカナダなどにおける州政刷に相当する J司令、ロシアには
舶の構成主体が存在する。神矧が複数(共和l困、地右、州、山j台管区、自治則的あるが、 JL法上の
権限に峯質的な差があるわけではない。木論文では、ロンアにおける連邦構成政附に対しては構成
主体という呼称を用い、一右で他の連邦国家の連邦構成政)!fや連邦国家一般の連邦構成政府を指す
場台には栴成政府という呼称を則いることとする 3
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ついての研究も膨大な数があり、研究傾向を灰分することは零易ではないが、研究対象に

δ円すれば以下の二つに大別できるけ一つは構成主体レベルでの政治にitFlした研究、次

に特定のイシューに着目してロシアの連邦制度の特徴を取り出すことを目的とした研究、

そして他の辿邦国家との比較を怠識した研究であるι

構成主体レベルの政治に首円した研究は中でも非11Iに多いっ地域政治の重要性を指摘し

た下"1米仲犬の研究は、栴成主体レベJしでの政治動向に依拠しつつロシアの連邦情11を説明

している (2) 構成主体の政治的影響力の封、大仁注Uしていることは重要であるι 辿邦政府

の政治的影響力の減退と分権化の関係に省 HしたK ストーナ ・ワイスの研究では、権

限|メ分条約の過程だけではなく、議会、行政、司法の各方面においても栴成1':f4oの自律性

が増していることが指摘されている同コこうした白律性の増加がもたらした結果につい

て、 V ゲリマンは構成主体レベルでそれぞれ異なる政治レジ ムが形成されていること

を指摘している (1) これと関連して、松里公孝による実託研究も重要である(るに分権化の

過程で自律性をf占めた構成主体がその域内で権威主義的な政治システムを構築しているこ

とを他の|円ソ連諸問の事例と比較しつつ、指摘している。連邦制の導入がロシア政治にも

たらした つの結果を提示しており、興味深い付このように、構成下体レベルでの政治変

化にj土けした研究は、辿邦制を導入したロシアにおいてどのような形で地域的な多緑化が

'1，.じたのかについて多くの知見を与えてくれるが、その一方で連邦制度がどのように構成

丁一体の自律性を保附しているのかについてほとんど議論していなt~ )，).に問題があるの

辿邦制度の特徴を抽出することをU的とした研究では、構成主体レベルの政治研究とは

異なり、構成主体の自律件を何が保障しているのかについて分析を行っている。法律学の

視点からロシア連邦制を分析したものとしては、樹神成の研究がある (6)0 7!lJ:.法を中心に、

ロンア連邦制の法的枠組みや立法権をめぐる政与I問の対立を子堅く柊l唱しまとめている。

窓法における権限区分は連邦制成寸:のための絶対条件であり、法的な視点の導入は重要で

ある G スミスは錆綜するロシアの民族問題に着目している問。民族問題が述邦形成の

契機として機能し、結果として集付|権侵j，';の構造が牛じたことにHを向けているじ政!付同

財政快l係に注目した州究としては D トレイスマンのものがある l向)η 連事11からの財政支援

2 下サト本伸土「ロシア政治と地域 l義」水戸菊 背川修E編 『講座スラブの世界5スラブの政治JUl. 
凡社、 1似性作、 91-146~n

3 Kathryn Stoner-Weiss町 "Centra[ Weakness and Provincial Autonomy: Obsen叫 10115on the 

Dcvolution Proccss in Russia宅"Posl-SoviefAJJairs 15:1 (1999)， pp. 88-96 

4 re.1bAIα11 R. Perl1uHaJll-，Ha兄 s.laCTbR cOspeMeHHO¥i POCCHH: VlHCTl1TyThl， pe)KH¥ihl H npaKTHKI1 11 

日0.，阿C.1998. N， L C. 87-104 
5 Kimitaka Matsuzato今“FromComnllmist Boss Politics to PostーCommunistCaciquismo: The Meso-

Elite and Meso-Govemments in Post-Communist Countries句"CοmmunIsl and p，川 l-Cοmmun川

Studies 34:2 (2001)， pp. 175-201 
6 樹神成「ロンア連邦の政治における地五Jrユーランア研究L No.20、I附9作、 20-26頁、また、樹
神成「ロシアにおける述邦制改革と憲法政治Jrロシア・米欧州究|第30号、 2回1年、 7-22以。
7 Grah創刊 Smith， "ドederation，口efederatiolland Rerederation: From the Soviet Union 10 Russian 

Statehood，" in Graham SmIth， ed.， Fcderalism: The lvfultiethnic Chalienge (London: Longman， 
1995)また、 GrahamSmith， "Russia， Multiculturalism andトederalJustice." t:urope-A町iaStudies 
50:8 (1998) 
お 口anielTreisman， After thどDeluge:Regiοnal Cri日 SμndPοlitical Cοn¥"olidation in R川河川 (Ann

Arbor: The University of Michigan Press， 1ち 9)
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が媒1rとなり、公共立出増加によって構成主体酋長の権力基盤を強化すると同時に国政選

挙において構成主体首長の支援を求めるという関係が構築されてきたとの主張を展開して

いるのこれらの研究は構成ief4>:の政治的影警JJや自律性の源泉を提不することに成功した

といえるが、他の辿邦制との比較がなされてL、ないため、時事的立政治情勢に影響を受け、

ロシア連邦制の特徴を捉えているとは必ずしもいえないという側而がある r また、ロシア

連邦制の特殊性を強調する傾向があることも問題である。

他の辿邦国家との比較を忠誠した研究は未だ数少ないといっていい状況にあるが、 1990

イ|代後干から連邦論あるいは比較政治の分野からロシア連邦制を捉える議諭がI引始めてい

る付 A ステパンは比較政治の伺!江から、古典的な連邦制の分析子法を修正し、ロシアなど

新しい辿邦因不をも分析可能なモデルを提示しようとしている (91。辿邦形成過程、非対祢

↑作寸、 |院議M凶4の問題など多岐に〈波暁つて比較を行つており、また連±荊邦|日i制とl以己主主J義主の闘係に
ついて議論しているふ)点l

制の分析よりも民怠の反映の程度に主眼があるために比較分析カか、ら得られるJ推ι諭に偏りが
見られる。 Jカ ンは、ステハンの枠組みを利用してロシア連宇升邦|日i制の成立とその過程を実

証的にう分I祈しているグ110へj¥。ソ連f体卒制との関連、連邦芯主法安J成貴v.の経緯、権限|メ分条約締結過程
の分析について詳訓11に論点をつめてL、るが、ステパンと同様に民主主義と辿邦制の関係を

強調しすぎる傾向にあるけまた、比較を志識した分析枠組みを本論で活かしきれていないっ

M.7ィリポブ、 Pオルデショック、 0 シュヴェツォーヴァの 人による研究はロシア連

邦制のみを対象としたものではないが、ロシア辿邦制を他の辿祁因不と比較可能にするた

めに既存の連邦用論を整l唱しli'i:しており、連邦制研究の品積を|分に考慮している (lliの

この研究は連邦制の安定化を保証する要|刈として政府間交渉に注目している J これは権限

区分条約をめぐる政IU間交渉から知見を得たためであると与えられるリ他の比較分析がア

メリカや凶欧の制度を某準にして考える傾向が強いことを考えれば、この削究はより広い

制野に立っているといえる。しかし、政府間交渉や政党、選挙制度について訂判11に検討し

ている 方で、憲法を含むその他の重要な制度について比較の基準が明確にされていない

点に問題がある r

(2)分析枠組み

連事1I制の政治学的分析は比較的新しい領域にあり、その開拓者たちの視点は未だ連事1I制理

論についての議論の中心にある〕岩崎美紀子による整理に依拠すると(l2)、述邦制に対するア

プローチとして、K ウィアの制度的アプロ←チ(13)、W リヴイングストンの連邦社会論(14)、

9 Altred StepanιRussian Pederalism in Comparative Perspective，" Posl-Sovief AfjaIrs 16:2 (2000) 

pp. 133-176 
10 Jeffrey Kahn， Fed，σralism， DemocralIzαuοn， and Ihe Rule of Lmv In Russia (Oxford: Oxford 

University Press， 2002) 

11 Mikhail Filippov， Peter C. Ordeshook， and Olga Shvetsov札口esIgnIngFederalismイ Theoryザ

Se{f-Sustainabie Federal Institutions (Cambridge: Cambridge University Pre凪 2004)
12 青崎主紀子「分権と連邦制J ぎょうせい、 1~)98 イl 、 lí-2--1IL 
1臼3 K.C. Whe悶ar閃rほe，Fe此de刊rαalGo仰νc白rn附n
H 、W入IV.S.Liv刊1川ngst加on，I乍d.北Iιerα1I川可り叩FηmμndCοn附2釘汗lIf加ut訂tοnαl正Ch川tυ山JηFη1ge(Oxfoοrd: Clarendon Pre烏悶s，1956) 
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K フリードリッヒの統台プロセス諭(15)、そしてW ライカーの交渉諭(161の凶つが存在す

るけ制度的アプローチは憲法を中心とした法的な秩序を重視するの連邦と構成主体それぞ

れの権限μ分を明記した成文7立法の存杭こそが連邦制の特質であるとする守:場にある c 連

邦社会論は辿邦制の母体となるネ|会の構造を電信lする、辿邦制を発生させ、その制度をさ

らに改変していくモーメントは社会の中にあるとする立場にあるの統合プロセス論は統合

と連邦化を同列にi崖吉、この連邦化のプロセス自体に連邦制の本質があるとするす場であ

る。交渉論は制度的アプローチと県立り、辿邦制における政附聞の政治過程にi土Uし、政

府|町交渉という貝体的な現象の中に連邦制の特徴を見附lそうとする立場である。しかしな

がら、これら同つのアブローチは、 定の説明能}Jを有していたものの、比較の視点を十

分に提供できたとは口L頃心、ものであった、制度的アプローチは対象を憲法に限定してい

たために碩抗的なモデルしか提供できず、またこれ以外の=つのアプローチはれ崎が指摘

しているように中心概念が小明阪であり、明確な比較の某準を示すことができなかったた

めrある、このため、本摘では岩崎と同様に中心概念が明確である制度的アプローチを基
礎に連邦制度を比較する立場をとることとするけでは制度的アプローチの傾i青竹をいかに

解決すればよいのであろうかわ

辿邦制概念を|明確lこすることによってこうした課題に符えようとしたのがR ワッツで

ある (l7) ワッツは、連邦制を「肖律性を保障された構成主体政府の存在と、ルールの共有

を前提とした共通の制度の存布とを同時に満たすという、二つのレベルから成る政府を有

する政治制度rあり、権威が単一の政附による単一制とは対照的な制度である」と定義し、
その定哀の詳細な史索として以下の6点をあげている (l8)。

② 一つのレベルの政JHが、そのそれぞれの市民に対してi町長権限を行使し、活動して

いるの

③ 憲法において、政府聞の立法・執行権JJの権限|ぇ分がなされている c また、各政府

が自らの権限に基づいた活動を行えるよう保障する財政上の区分が立されているじ

③ 7芯法において、連邦政府の政策決定機関(特に問主)への地域代表の参加が認めら

れている F

(A) 方的に憲法の変更ができ立い心多数の構成主体の合忌が必要とされるυ

③ 権限が競合する際の紛争処理規定があるの司法の役割、あるいはレブアレンダムの

規定在折す0

(s) 権限が競合している分野における、政附間関係改芹のためのプロセスや制度が存在

しているの

15 Carl J. Friedrich. 1トendsofFederalism in Theoηand Practice (New York: Frederick A. Praeger， 
19(8) 

16 William H. Riker‘Federalism: Origin. Ot 的 1Iω11，Sign!斤cance(Boston: Little， Brown & Co.， 
19(4) 
17 カナダの研究主(現在、クイーンズえ学の名寄救托)で、比較連月論や政府間関係の分析を専門と
しているu 著作は多数あるが、カナダやアメリカを分析対集としたものがiである

1お Ronald L. Watts， Comparing Federal:号'slems(Montrcal: McGill-Quccn's Univcrsity Pr自民 1999)ヲ
pp. 6-7 
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憲法体制を重制する hで、憲法以外の制度やその運川に十日野を!ムげることで、制度的

アプローチの問題点とされてきた制度と実態の草維への対応を可能としている点に特徴が

あるのでは上記の事項に照らし合わせて分析した場合、ロシアの連邦制はいかなる様相を

みせるのであろうか、ワソツl主、については辿邦制の原則、〈訟については憲法による立

法・行政権限の区分様式、行政システム、税源配分および財政調整、③については|院や

政党制、立法府と行政府の関係、@については窓法改止のT続き、⑤については最高裁判

所や憲法裁判所の機能、。については政!付間関係の調犠プロセスとその関係性、を分析の

対象としているつ本稿では、憲法制度(権限区分の様式および、憲法改iEの子続き)、憲法裁

判所の機能、上院制度、政府間財政制度、政府間関係の調整に関わる制度の 6).~に焦点を

あてて分析を行い、ロシアが「権威が単 の政!付による単一制とは対照的な制度である」

連邦制を惟立しているのかどうか検証するの行政システムや政党制、立法府と行政府の関

係、政府間関係をめぐる政治過程といった争点については、これらのみを論ずる場合でも

極めて!ム範な分析を必要とするため、中心となる争点と閃辿するI場合に論じる程度に南め

るけさらに、他の連邦同家における制度との比較分析を加えることによってロンア連邦制

の制度的特徴を明確にするの

ワッツはロシアを合めた 24ヵ国を辿邦因不としてあげてL、るι ただし、ロシアを対象

にした分析を行ってはいない{本論文ではこの 24ヵ同のうち、アメリ力、オーストラリア、

オーストリア、アルゼンチン、ブラジル、ベルギ一、力ナダ、コモロ回教連邦共和国(以

下コモロ)、エチオピア、ドイツ、インド、 7レーシア、メキシコ、ナイジエリア、パキス

タン、市アフリ力、スペイン、スイス、ベネズエラの 19ヵ同をロシアとの比較の対象とす

る付その他4ヵ凶については、制度上の問題点や資料不足のために対象から符くこととし
た(19)

2.憲法制度

(1 )権限区分の様式

連邦困家において、権限|メ分は困家統合と分権化との聞のパランスを決定する基礎とな

るリ憲法における権限区分によって、連邦政!附付およひ

そぞ守れの権限の範阿内において1烹I法椎や章W丁椎が1保呆附されることとなる η 「連邦|玉|家におけ

る制度的な特徴は、憲法上の権限以分において、統合のためのルールと白治のためのルー

ルがいかに組み合わされているかによって表現される」として、ワソツは権限区分の卓要

性を指摘している(蜘。そして様々な連邦|玉|家における経験から得られた知見として、連

19 本献では、各同憲法の条文および内容に関して、以下を利用した Gist時代 H.F[anヌ， ed.， Constitu 

tions 1:ゲtheCounfriωザtheWorld (Dobbs FCff)九 NY:Occana Publications， 1971-) 利用 Lた訟
法は全て瓜行の連邦憲法である c 近年改正がなされたものについては、 長舗の条文を参照したじま
た、 Jt散の対象から除外したのはアラブ古長国連邦、新ユーゴスラヴイア(現セルピア モンテ不
グロ)、セ〆ト・クリス}ファー キイピス、ミクロネンア述邦である 3 アラブ筒長凶述邦について
は形式的なE味においても民主山jでないこと、新ユーゴスラヴィアについては現荘のセルピア モ
ンテネグロが述邦帯!としての法的枠組みを備えていないことを理山に除外、後者2ヵ|主lに閲しては
資料ィ、土止のため事例から除外した〈

20 Watts， Comparing Federal 5)-'引'ems，p. 35 
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邦政附が有すべき最低限の権限として、外受、安全保降、通貨管理、国内市助の管理を、

連升司帯成政府が有すべき辰低限の権限として、教育、衛'1、天然資j町、の管用、地方自治、

社会政策在、そして文化や言語、環境、移民、農業については共倍権限が望ましいとして

いる1.21)ι

ロシアにおける権限区分の様式は、連邦権限および共管権限を明記し、残余権を構成主

体へと移設する子法が採用されている c 連邦の専特権限はロシア連邦憲法第 71条におい

て、辿邦憲法と辿邦法の制定および修正、人権、公民権や国籍、少数民肢の権利l保議、国

士管用、連邦政府関連組織の設立、連邦資産の管用、連邦権に関わる行政、同家レベルで

の政策的来日礎の構築、国内市場の形成、連邦予算編成、通関、通貨発行、巾央銀行の設す、

エネルギーシステムの構築、核閣発、国1)'1輸送ー通信インフラ、，je出活!IlI)、外交政策、国

防、兵器の製造・販売、日l法制度、基本法典、民放、天候の訓I1定、度量衡、地JIヲの訓I1定、

と定められているわ某本的に、国家レベルで対応すべき問題に関わる権限が連邦に付りさ

れているといえるレ一見するとロシアにおける辿邦権の範凶は、)ムいように見えるυ しか

しながら、必ずしもそうとは百えず、例えば天然資源に関する権限についてみてみると、

ブラジル(第 21条)、インド(第246条)、メキシコ(第 73条)、ナイジエリア(付則第 1

部)、ベネズエラ(第 156条)ごは、鉱111開発に関する権限が辿祁権に灰分されてL、るι ま

たロシアでは残余権は構成主体に属することとなっており、残余権が連邦に所属するカナ

ダ(第 91条第 29項)やインド(第 248条)に比べると連邦権限は制限されており、ワソ

ツの指摘に適合的ごあるといえよう。

次は共管権限についてであるのロシアのように共管権限を設定している連邦同家は、ブ

ラジル(第 23条、第 24条)、カナダ(第 95条)、ドイツ(第74条)、インド(第 246条、

第7f0則)、 7 レーンア(第 74条、第9H~IJ)、ナイジエリア (H~IJ第 2 部)、パキスタン

(第 141条、第 142条、第4付MU)、Itiアフリカ(第4付則)の 8ヵ|司である (22)わロシアで
共管権限に以分されている権限は、述邦憲法第 72条において、法の整合性、人権や白由の

保降、少数民肢の保議、土地や天然資源の所千1に関連する事瓜、照境保護、文化、国家財

産の所台権規定、教育 スポーツ、社会保防、災害経病対策、税原MUと徴収、裁判官や
検察j肖などの任命、構成主体による対外経済関係に関する事項、と定められている。他の

連邦国家の例と比べてみると、司法関連事樹、照境保議、社会扶助を主立区分とするブラ

ジル(第23条、第 24条)、農業と移民政策に限定されているカナダ(第 95条)、などに比

べて、ロンアの場合は!ムい分野にわたって共管権限が設定されてL、ると政府聞において権

限関係を広く調轄できる制度となっている。しかしながら、共管権限についてはどの連邦

|玉|家においても連邦法の優越が規定されており、芽、本的には連邦椎としての性格が強いっ

ロシアでも述邦憲法第 76条第5項において、構成主体法と述邦法が示盾する場合、連邦

法が優越することが規定されているリしたがって、憲法に構成政JHの権限が明記されてい

るアルゼンチン、ブラジル、ベルギ一、カナダ、エチオピア、インド、マレーンア、ナイ

21 Ibid.， p. 80 
22 オーストラリアを育めるとすれば9ヵ困となる、オーストラリアの場合、共特権限は明記されてい
ないが、!ムく設定された連邦権の多くに対して、州が続{'iS¥Jにif:'I:去することが可能な制度となって
いる(第 I附条)! 
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ジエリア、南アフリ力、スペイン、ベネズエラと比べると、ロシアの構成主体の権限は不

安定であるといえるの例えば、多くの連邦同家において構成政府の権限に区分されている

地方自治体の監督権限が、ロシアでは共管権限に|メ分されているのである(お¥

辿邦市lを選択するI場合、権限をめぐる紛争を避けるためにも辿邦政!付と構成政附との聞

に一定の合志、とりわけl理念のすり合わせが行われることが重要になるつ例えばブラジル

では、民主化が進展した 1980年代後半に、芯法制定会議が聞かれ、連邦制に関して詳細な

検討が行われた。そしてこの会議の結果が 1988年の新憲法休制として結実したのであっ

た(叫)】ロシアの場合、共管権限に文化や教育、天然資源、社会保障など、連邦政府と構成

-rf4cとの問で対τ1.につながりやすい分野が含まれており(刻、政府聞における調整が惰重

に行われる必要があった。しかしながら、辿邦憲法制定過程において政附問で深刻な怠見

対立が'1じたため、重要であった争点が未解決のまま残されてしまったっロシアの場合、

政治と経済の両面で体制移行を行わねばならず、統治能JJを維持することが岡難な状態に

あったc 特にタターノレスタンやパシコルトスタンが辿邦からの離脱佐をちらつかせ、権限

強化を円指そうとした動きは、連邦政府を混乱させたの他の共和同や構成主体がその動き

に追随するようになると、連邦工リートは「離脱のドミノが始まる」と脅威在感じて、椛

成主体からの圧力に対して有効な手立てが打でなくなってしまった制。こうした結果、

ロシアの連邦制は権限区分条約の締結に代表されるように、権限区分をめくる政府|町の合

意形成を窓法制定以降の時期に確戒する必要にj自られた。この結果生じた権限の非対称性

はロシア辿邦制研究において大きく j土Uを浴びた(訂¥ただし、権限灰分に関して構成政

府|町の格差を容認する子法はベルギ やカナダ、 7 レ ンアにもみられ、決してロシア独

特のT法ではない。しかLながら、 1994年から 1998年にかけて 46もの椛成-rf4cと権限

区分条約を締結したというその規模において、ロシアの事付11はかなり特殊であるじ人Uや

地理的要|大|、そして産業構造に起|大|する政治的な非対称性はどの連邦匝|家であれ、存在す

る(則。ロシアは困土が広大であり、また椅成政府の数が多いことから椅成宇一体聞の政治

23 ただし、実態としては構成こと俸が地方H治においてイニシアチブをもっ場合もあるようである打倒
えばV ゲリマ〆は、 lに)91イlから 2似)1{Iまでのサラトフ州、ベルミ州、カレリア共和国、ブスコフ
州の川つの構成主体における構成ごと休と内治体の関係を比較検証した結果から、構成主体がv法を
:iillじて自治体の除々 な活動を胆制することができ、その出嘗リJはkきいと判断しているし /ι白ヨn，Hωμ"i 
B.. l'、bωI:JIC舵e印叫H臥l仏k削06仁 E悶 0臥k吋〉児子 06耐aE.， Eo，咋'pll町fC06削αH.AB'町TOHOMH悶兄 M旧江HKO叩HτpO凹1bワ pe中O叩pMaMeC口THO品
臼削"陥a配CTI1 臼 '0叩pO;. .ta削xP 叫 C印M川H.M.: J川le'l引，川l

2出4 Cclina So凹uz四a，Crぜο)f川n削ω削stitul川nalEngine日 t噌 inBrιil: The Polilics ofFederαlismαndDec叩 Irμli:za

tion (New York: St. Martin's P問 S8，1997)， pp. 54-99 
2S 言苅上の亀裂が存在9るカナダやベルギーでは、教育は州の専特権限とされているが、ロシアでは
民族問題が連邦制における重安な要素であるにもかかわらず、教育や文化に関する権限が共管権限
に也分されている_21泊。年にはタタール口市のラテンムC(への移1]"をめぐってタタ ルスタン共和
1'1と連邦政府が激Lく対、fした
2fi Marie Mendras， “HO¥¥' Regional Elites Preserve Their Power，" P川/一品vielAffain、15:4 (1999)ヲP
299 
27 例えば、 J~.HIî慎治「現代ロンアにおける'i'央と J血ノむの問師、 権限区分条約を'1'心にLてJrロシア
東欧学会年報l第28号、 l開9年、 1削 107μ:Gail W. Lapidus，‘ Asymmetrical F ederalis凹叩d
State sreakdown i11 Ru日ia，"P山 iー恥vie{Affain、15:1 (1999)ヲpp.74-82や、 Mikhail filippov， Olga 
Shvetsova.“Asymmetric Bilateral Bargaining in the New Russian Federation: A Path-Dependence 
L...:xplanation." Cοmmunist and PrハI-CοmmunistStudi出 32:1(1999)， pp. 74-75 
28 ワソツは非対称性を、人口や主化、粁済状況などに起制する政治的な非対称性、憲法 kの権限区分
に関わる権限の(憲法的な)非対称性的一つに灰分しているυ
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的な非対称性は非常に大きい(却にこのため、権限の非対祢性を是認することは一つの現

実的対応とみなせるの実際に権限区分条約の締結には構成主体首長の党百力や、構成主体

における民族栴成、大然資源の有無などが影響を及ぼしていた制c ただ、権限仁王分条約の

影響は共管佐限の調犠のみならず、'H管権限の個別配分にまで及び、非対称性のt広大に拍
車をかけた。

以上をまとめるとロシアにおける権限|メ分は、連邦権限の信特領域が決して大きいもの

ではなく、構成主体との調~を必要とする多くの分野が共管権限に設定されていることに

特徴があるといえよう。共管権限の設定には厳密な権限の列挙を避け、政府|町の紛争に対

して柔軟に対処することを叶能とする点に利点がある J しかしロシアでは連邦成す当初、

辿邦政附の統治能力が{氏かったために、国家統合と構成主体の自律性との均衡が維持でき

なかったのそして構成政府の権限を憲法に明記している連邦同家の場合と比較して、残余

権に依存するロシアの構成Tて体の権限はィ、安定であるともいえる J

(2)憲法改E手続き

単 制国家とは異なり、連邦国家では'E，法改止に連邦政府と構成政府の双方が参加でき

ることが必須とされる。構成政!併が辿邦政!併に一点的に従属しない水平的な政!付間関係を

保障するためであるのワッツは「連邦制では、連邦政府と構成主体は成文憲法によって区

分されたそれぞれの管轄権をもっという意昧において同権であり、したがって両青が参加

可能r、一点的ではない憲法改正のプロセスが必要とされる」川として、憲法改正のプロ
セスが持つ重要件を説いているのそして、憲法改正のプロセスを比較する視点については、

芯法の安定性と叶変性のバランスに注目しているの連邦制の根幹を成す憲法体制について

は尚度の安定性が要求されるが、刻々と変化する政治照J売に対!ゐて“きるような可変性も要

求されるのである c こうした連邦制における窓法改iEの重要性は既存のロシア政治州究で

はほとんど無引はされてきた。

ロシアでは、憲法の規定を 3つに分類し、それぞれに異なる改正規則を設けている。第

1の改正規則には|玉|名や民主主義原則、人権など近代国家の存守某盤となる条項が属して

L 、る。この部分に閃しては述邦議会では改止できない。改止する場合は、憲法会議を聞い

て憲法草案を制成し、憲法会議議員の 3分の 2以上の賛成を得て草案をf'l'決した後、国民

投県にかけることになるの第2の改正規則には連邦政府、栴成主体、大統領、連邦議会、

司法、地点白治体の権限に関する条項が属している(第 65条を除く)，この規則群では政

)付聞の権限区分が定められているため、構成主体の参加が保障されている。まず、憲法改

iE案に|剥して構成主体の3分の 2以上の賛成を得なければならない。次に、下院の 3分の

2以上の賛成、および上院の 4分の 3以上の賛成を得ることが必要である (32)コ地域代表機

29 1的0年代のロシア辿邦における税財政や判会・粁済的なl自lでの非対称性については以下が詳しいl
CamerOll Ross可/乍deral川 11and Dcmοcratizatio}1 In Russia (Manchester: Manchester University 

Press， 2002)， pp. 72-91 

30 Kathleen M. Dowlト "Strikingthe Federal Bargain in Russia: Comparative Regional Government 

Stratcgics，" Communisf and Post-Communist Studi出 31:4(1998)， pp. 359.380 

31 Watts， C，οmparing Federa! ，里山tems.pp. 101-102 
32 抗2の改正規則について泊三法では、運用議会における可決条件は定められていない、改正に関する
第136条では各構成 i体議会の3分の2以!の賛成が世主とされているだけである |院と下院に
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閃である上院でのハードルがr'djく設定されているレ第 3の改正規則に属するのは第 65

条、構成主体の名称や構成に闘する条項のみである r この場合、変史するがJ良(名称、地

位、境界、新しい栴成1':f4oの追加など)に応じて目立法的法律をv.法する必要があるコ 2001

年に制定された「新辿祁構成主体のロシア辿祁への加入および形成の手続き」についての

憲法的法律によって、構成主体の合併や新構成主体の加入が可能となり、またその方法が

明確化された(出)ヲそして個別案件ごとに連邦芯法第 108条の規定に某づいて、上院の 4

分の 3以上の賛成、および|、院の 3分の 2以上の賛成が得られれば改正法d長は可決され

る(34)】したがって、構成主体に関わる規定の改正については|院および構成主体政府の

参加が強い形で保怖されているのであるわ

では次に比較のためにロシアと他の辿邦因不を、改正規則の緑よと構成主体の閃与の程

度に首円して分類することにする。ロシアとl司様に被殺の改正規則を持つ同は、オ スト

リア(第 44条)、カナダ(第 38条、第 40条一第 45条)、工チオピア(第 93条、第 94条)、

インド(第 368条)、マレーシア(第 159条)、南アフリ力(第 74条)である(お¥主に人

権条項や憲法改定規定、政府1Mの権限区分に闘する規定がその他の規定と区別されているつ

また、特別に|ぇ分された規定の改定に関しては条件が厳Lくなっている(仙のその他の規

定に関しでも多くの国が辿邦議会において 3分の 2以上の賛成を得ることを!反則として

いるつロシアとの制度的な類似点は多いが、特別に区分される規定は限定的であるつただ

し、特別にわ〈うよされた規定の改止に関してはロシアと同様に条件が厳しいc 椛成政府の関

与の程度については、 7 レーシア(第 159条)とスペイン(第 167条)を除L、た辿邦国家

では(如、必ず連邦議会における決議以外の形で改正過科に構成政府が前接関与すること

ができる J 多くの場合、過半数以上の栴成政府の賛成を必要とするからである。したがっ

て、ロシアも他の多くの連邦国家と|百l総に、改正過科への構成政IUの参加を原則としてい

るの<:あるわ

以上のことから、他国との比較においても、ロシア述邦憲法の改正規則が厳格に定めら

れていることが見てとれる伽じ連邦制にとっての必嬰十分条件である構成主体の参加も

保障されている九そして可愛牲は制度に組み込まれているものの、改正はJ会易ではないの

したがって憲法体制在制完するために、可変性を憲法改正以外の形で担保する述邦国家は

おける可d、保刊は 1998年3月4Uに採択された「世法改定の採択および施行の千続き」に関守る連
邦法 (CoopaHHe珂KOHO!J，RreJlbCTBaPOCCHHCKO前申e!J，epaUHH.1998. N2 10. Cr. 1143.)において'近
められた

33 CoopaHHe 3aKOHO!J，aleJlbCTl:¥a POCCHHCKO品申e!J，epa叫l1l1.2001. N<;> 52. Cr. 11187-11192 
34 この規定に従って、 2004年3月25U 、ベルミ州とコミーベルミベソクト」治特区の合併に関する必法
的法律が成立 LたυC06paHl1e3aKOHOilaTe.lbCTsa POCC'U1cKOI1申G凡epallHH.2004. N2 13. CT 
1110 
35 ー冗化された改正規則をもっ同はアメリカ、オーストラリア、プランル、コモ口、ドイツ、メキン
コ、スベイン、ス fス、ベネズエラ、である p この場合でも椛成政府の問りは保障きれており、ま
た改止の条件は助長しい場介がほとんどである

:.Hj 例えばエチオピアの場合、改定規定の変更のためには全ての州議会において過、F数の承認を伴、さ
らに下院の3分の2以!の賛成と|院の過半数の賛成を得なければならない

:17 マレーンアとスペインでは議会で過1数、あるいは特別多数の賛成カ吋#られれば:，t.，:i:土を改正できる d

38 ロンア述邦憲法が硬性憲法であること白体は先行州究においても指摘されている打倒えば、 Robert
Sharl目、 The Politics ofCon鉱山tionalAmendment in Ru日 ia."Posf品 viefA仰 F吋13:3(1997)， pp 

197-199 
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少なくない。例えば、カナダやオーストラリアは辿祁 州酋相会議など行政レベルでの政

府|町協議機関を設けているつ連邦憲法に違反する規定が多く見られたが、権限区分条約締

結のプロセスも憲法体制を初完しようとする行動の っとして捉えることができるの

3.上院の機能

辿邦市lにおいて 院制とは、地域代表原則の休現そのものであり、辿邦制の正統性確立

のために不可欠である。地域代表の同政への参加が認められることによって、構成政府が

連邦政府に対して影警JJを行使することが制度的に保証されるのであるの連邦国家におい

ては原則的に、地域代表は上院において活動することとなっている。ワッツは上院の分析

において、選出方式、選問される議員の構成、 |院の権限、 |院の役割!という 4つの視点

から比較し、整理を行っている(泊。以下この枠組みにしたがって、ロシアにおける上院(連

邦会議)の特徴を分析するυ

(1 )選出方式

まずは、選出h法についてである。ロシア上院の選出右法は政治的環境に比、じて刻々と

変化してきたじ民初の方式は、 1993{112月に連邦憲法の同民政票と同時に行われた連邦

議会選挙でのものである。 89の椛成主体から各々 2名を由;按選挙で選出するという形を

とったが、辿邦憲法の体制移行に関する規定によって任期は2年間と定められてL、たι し

たがって、この方式は哲定的なものであった}第2の方式は、各構成主体の首長と係構成

主体議会の議長が自動的に上院議員になるというシステムであり、 1996年 1けから 2001

汗 12月までの期間にわたって奴肘されていた。連邦憲法第 95条第 2J自の規定に従って

定められたiE式な選{llr方式であったの第3の方式、 tなわち現行の方式は、構成主体の議
会が問按選挙により執行機関および立法機関の代表在選出するJi式であるUu}コ 2000年7

月に選出子続きが改定された (4U そして構成主体の首長職や構成主体議会の議長職など

の公職と兼任することが禁止されることとなったr

他の述邦国家の事例を見てみると、現杭ロシアのように間按選挙による選出を行ってい

る囚はオース lリア、コモ口、インド、 7 レーシア1421、パキスタン、市アフリカの 6ヵ国

である c しかし、行政府とc!r法府が件 名ずつ代表を送るロシアとは異なり、構成政府の

議会議員が代表となる(-j3) 直按選挙による選出を行っている困はアメリ力、アルゼンチ

ン、オ←ストラリア、ブラジル、ヱチオピ了、メキシコ、ナイジエリア、スベイン、ベネ

ズエラの 9ヵ|司である。その他の方式としては、カナダでは州議会による推薦に某ついて

述邦政府が任命する Jj式を採川している~Jjで、 |、イツではカナダとは逆に構成政府の任

命による方式をf'l'聞しているじ i町長選挙、同長選挙、州による任命といった惚数の方式が

:19 Watts， Comparing Federal号slem爪 pp.92.97 
40 執行機闘の代表は構成占体政府両長の指名を受けた後、構成主体議会において選出されるが、議貝
の1分。)2の反kjを受けない限'J、古長の指名は有効となるι 立法機関の代表は構成主体談会議長
の徒主に基づいて選出されるロ

~， Co6paHHe 3aKOHO!J，RleJlbCTI:1a POCCHHCKO品申e)..{epa叫l111.2000. N<;> 32. Cr. 3536 
42 マレーシアでは卜院議員の4割程度が問技選挙方式によって選出されるp 残りは任命によるF
'3 例えば、オーストリアや南アフリカでは、州議会の政党別議席数に比例して代ぷが選11¥されるじ
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存在している。このように上院議員の選出手続きは、上院議口の選出に対して構成政!付が

どの程度関与できるのかを表す指牧であるといえようの i両:接選挙方式や連邦政府による任

命方式を採用している連邦国家では上院に対する栴成政府の影君子))は相対的に弱いといえ

るが、上院の存在理山の収幹である地域代表原則が維持されている限り、辿邦制における

|院の重要竹は失われることはないけこの志、l床において、構成主体政府の代表者が行政府

および立法府から必ず 名選出されることになっているロシアの制度は、構成下体による

上院への関与を強L、形で保障していることとなるυ

(2)議員の構成

次に、選出される議員の構成についてである。ロシアのように各構成主体に対して同数

の上院議出を配分する制度を採用している同はアメリ力、ア)~ぜンチン、オーストラリア、

ブラジル、コモ口、メキシコ、ナイジエリア、南アブリカ、ベネズエラである。その他の

辿邦国家、例えばオーストリアのj結合、人Uに比、じて 3-12名まで配分議席に差がつけ

られている。また、少数民放などに優先的に議胤を剖り拡るシステムを組み込んでpるイ

ンドやマレーシアのような場合もあるの選出方式との関係を考慮すると、ロシアは同数議

!商と問J妾選挙という組み合わせであるが、アメリ力、アルゼンチン、オーストラリア、ブ

ラジル、メキシゴ、ナイジエリア、ベネズエラでは|ロJlY，議胤とli'i:接選挙、オ ストリア、

インド、マレーシア、パキスタンはJド同数議席で問核選挙という組み合わせになっているの

問擬選挙は直擬選挙より相対的に構成主体政肘の庖向を反映し易く、同数議帽のj品合は非

|司数の場合に比して人U規模の小さい構成主体の発百力を大きくするけしたがって、多く

の凶は栴成下体の発言))にバランスを持たぜるような制度設計を行っている J この)，'Jから

見るとロシアの場台は、係構成主体の{同別利官を表出しやすく、構成主体の発口力をその

規模にかかわらず同 にすることを可能とする制度だといえる c

(3) 上院の権限

上院の権限、特に下院との関係においてト院がどの程度内律性をもっているのかという

問題も重要である ロシアの上院は、椅成主体聞の杭界変更、大統領によって発令された

成厳令や非情事態宣行の承認、国外での軍事行動の承認、人一統領選の公示、弾劾決議を受

けての大統領の解任、;苫法裁判所、最高裁判所および高等仲裁裁判所の裁判官の任命、検

事総長のf干免、会計検査院検査宵の半数の{干免、を権限として有しごいる(第 102条)，そ

の他法案(卜院権限のものを除く)に関しては、 卜院の法案議決権に対して限定的立fR否
権を有するにすぎない〔なぜならば、下院でnJ決された法案が卜院で行決された場合は、

2度目の審議において下院が議日数の 3分の 2以上の賛成を得ると、その法案ii成立して

しまうからであるじロンアのように|、院が上院の炉否権を葎すことを可能とする制度を備

えることで、下院の優位を認めている連邦|玉|家は、オ ストリア、 l判アフリ力、スペイン

である ドイツにも同様の形式が見られるが、ドイツの上院(述邦参議院)は、州行政の

規制に関係する権限に関して完全なfR否権を布する(4-4} また、上院と卜院の志d忠が異な

，11 Wemer J. Patzelt‘The VeηPederal House: The German Bundesrat" in Samuel C. Patterson and 

Anthony Mughan， eds.， Senafes: Bicameralωm in the Contemporary World (Columbus: Ohio State 

University P問日 1999)ヲpp.81-82

277 



長作直哉

る上場合にIr1Ii院議口台同議会を設けて投票にかける囚は、アルゼンチン、ブラジル、インド、

メキシゴ、バキスタン、ベネズエラであるのこの場合、単純に両院の議員を足し合わせた

形で票決するので議席数の少ない上院は極めて小利となる。 方で上院と下院の権限を完

全に分けている囚は、アメリ力、カナダ、エチオピア、スイスであり、これらの囚では上

院の権限が極めて強い。

以上からすると、ロシアの上院の権限は専管性が弱く、下院に対する立場は強枯|なもの

ではないといえよう、さらに、ロシアでは大統領が上院の立法権限に対する強力な競合者

としての権限を有しているつ k統領令の存在を考慮に入れると、連邦制度予体に闘して|

院が及ぼすことのできる影響力は限定的なものにならざるをえない。下院との関係につい

ては卜院議柑総数の 3分の 2をI片める政党や会派が存在しない地合には、上院のIn否を越

えることは容易ではないが、現在のようにプーチン政権と潔密な関係にある「統 ロンア」

が下院議席の 300以上を占めている場合には、上院の拒汚権が認される口l能性は高いc

(4) 上院の役割

ワソツは連邦国家における上院を、法案をチヱソクし地域や少数派の意見を組み込むと

いう最小限の役割を果たすよ持台と、より積極的に政附間関係構築の中心的な役割lを果たす

場合とに分けているのそして前者に相当する同をアメリ力、オース lラリア、オース 1リ

ア、カナダ、 インド、マレーシア、スイスとし、 1走者に相当する困をドイツ、r$iアフリ力

としている(叫レでは、ロシアの上院はどのように機能してきたの rあろうか。
選出方式の変史に注Hすると、ロシア|院の変遷は3つの期|町に分けることができるの

第 1期は暫定議会であった 1993年 12けから 1995年 12月までの期間、第 2期(ま栴成Tて

体の首長と構成主体議会議長が自動的に上院議員に立った 1996汗1月から 2001'1'-12月

までの期間、そして第 3期は栴成主体議会による問核選挙制度発足以降、すなわち 2002

年 1円以降の期間である

第 1期はi円:終選挙ではあったが、構成主体の布力者が多数当選していたため州、上院は

地域代表機関として強い発言))を有していたわ第2期になると、 トド主は栴成主体の執行府

と立法府の長から構成されるようになった。そして構成七主体の首長が直按選挙によって選

出されるように立ったことと相まって上院の地域代表機関としての性的がより強まった。

また、 1996年から審議されていた「第二次大戦の結果、ノ連に移転され、かつ現在ロシア連

邦l勾に存在する戦利主化財」についての述邦法(171が上下院で採決されたにもかかわらず、

対外関係の感化を懸念したエリツインによって一度、署名がJfi否された時には、上院は

1997年7月4日に大統領の行為が述法行為であるとして連邦窓法裁判所に促訴すること

を全会一致で採択した(1~)コ上院が一体となって述邦政府の ir人や大統領の違法行為に対

45 Watts， Comparing Fed.ζ?ralあ叫-ems，p. 97 
~ 6 ~夜貝足数σ) 6割以上が構成T:体的政治家や行政幹部であったυ 皆川修吾 ーロシア連邦議会 山j雇化
の械証 1994却OlJ渓水打、 2曲2年、 47寅p

47 POccHHcKa兄 ra3era.21 allpeml 1998. C. 4 
4お RFE/RLj¥lcH'slinc， 7 July 1997本論Iにおける RFE/RL資料は (http://scarch. rfcr 1. 0 rg!)から検索
して利用Lている c RFF/RI記事の仙日1)URIはしばしば変更されるので検伝子法をノj、すにとど
め、以綬 URLアドレスは町l示しない、また RFE/RLに限らず、本市おえで利用 Lたインター不， I 
資料全て、 2005年12月14Rにアクセスし、時認を取ることができたものである c
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して行動する傾向がみられたのである川へその後も上院の姿勢は変化せず、構成主体の

利育に関わる事柄について活百力を維持してきたじ 2001{I 3月に審議入りした「斡祭に

ついての連邦法第 7条および第 9条についての変更および追加」についての連邦法{訓は

いI務省が構成主体政!併の同泣なしに地域の筈察組織の長を任免できるようにすることをU
的としていたが、 |院で肖決された後、両院協議会において審議され、内務よ臣は地域特

察組織の長の任免にあたって栴成下体側の見解を考慮に人れるようにすべきとの方針に変

更された (.111。

しかしながら、「強い|院」としての行動は第3期に入ると次第に影を潜めていくこと

となる。 2002年 1月末の時点で、 178議席中 170議席の上院議員選出が終了していた J

選出者の内訳は、構成主体行政附出身者が 30名、構成主体立法附出身者が 30名、企業や

銀行、あるいは経済凶体や以|町組織出身の議員が 58名、連邦機関に属していた議員が 40

名、その他(平入、学青、政党役民、地方自治体関係者)が 12名という構成であった(副。

地域代表IJti ~rJは貫かれているものの、構成主体政!併に直長閃与していた議員の数は 3 分の

1限度となったっまたモスクワに在住し、選出地域に住んだことがなL叶院議員が 2002

年 1月末の時点で、 71名打:j[した(日)ヲその多くは椛成Tて体政府よりも連邦政府やビジネ

ス界と強い結ひ守つきを有していた。さらに、 2002年 1月10nには親プーチン会派の「辿
邦」に属する|院議員は 45名になり、その内、企業や銀行、あるいは経済凶体やw内組織
出身の議員は 17名と、会派の 3分の 1強を占めていた(討 2002年 5月にはこうした議

員のかなりの部分が結集して新しい政党「生活党」を結成したι 上院議口の態度の変化は

法案審議過ねにおいても観祭されるじ「選挙権およびレブアレンダムに参加する権利の

般的保附」についての連邦法(55)が 2002年 6月 12tIに日l決されたのこの法律は栴成主体

レベル以卜の議会選挙の形式をー冗化することをH的としていた判。構成主体レベルで

の選挙方式は残余権として栴成主体側に付りされていると考えられるにもかかわらず、多

くの上院議員が法dどの条件を受け入れるよう選出花の構成主体に求めたという {57にこの

ような傾向は 2002年になると、上院本会議における法案の否決ギが劇的に減少したこと

19 ただし、これはι統領に対Lて士而的に対立姿勢をとったというE昧ではないc 先述のように上院
の惟限は限定的であり、子革審議など専管外事抗については妥協的にならざるを何なかった3

Andrei Ryabov， "Legislative-Executi、eRelations，" in Michael Mcfaul， Nikolai Petllkhov， and 
Andrei Ryabov， eds.， Between Dictatorship and Democracy: Russian Post-Communist Po!itica! 
Reform (Washington、D.C.:Carnegie Endowment tor Tnternational Peace、2004)ヲp.99

50 Co6p叩 He33KOHO且aTenhCTBaPOCCHHCKO首φe且epaU;Hl1.2001. N!! 32. CT. 3316 

S1 RFtシRLN正;wsline.16 .lulv 2001 

52 議員数、および議員の軒並企は以 l を参照~ POCCHOCJ(aJIφ四 epamulcero且田 2002.N!! 4軒並立は前
轄に主づいている V

53 R.O此tung“New，but Transitional， Federation Council Starts Working，" EWI Russian Regional 

R叩 οrt7:5 (6トebruary2002)， p. 9 

54 Julic R. Corwin，“Fcdcration仁ouncil:Butchcr， Bakcr， Candlcstickmak目、 RFEシRLRussian 

Politiじα1Weekly， 14 J an uafy 2002 
55 Co6paHlfc 3aKOHO瓦aTC耳目TBaPOCClfIICKO首φc立cpao;日目 2001. N~ 25. CT. 2253 
56 連邦下院選半と同保に、構成 i体議会議司の半数を小選そがRから遊間L、残りの半数を抜数Rから
選出するよう定めている、

57 RFFjR/~ Russian Political Weekly. 10 June 2002 
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からも窺える(誌に

以|のことから、第2期までのように|院が強い結束を維持することは困難になったと

いえる わ しかしながら、上院に対する栴成全体政府の影皆)Jは消火したわけではな~'¥ c 現

行の選出h式発足から約 2年半の聞に、全構成主体的のうち 69の構成主体が上院議員を

リコール、あるいは変更してきた(，，9) 例えば、 2004イ19月、ニンヱゴロ I州の|院議員

Y プシュミンがリコールの対象となった問題で、州知事の G ホドゥィリョーフと上院が

対立した、なぜならば、ブシコミンが予慌委員会の議長であるために予開審議に主障が生

じたからである(仰じつまり、選I町方式が変更されたとはいえ、|院議員候補を推薦する権

限は栴成全体側に残されており、構成Tて体政府はその政治的リソースを活用しながら連邦

制度の変化に対応している υ しかし、「辿邦議会 辿邦会議制度についての辿邦法および、

連邦会議議員の地いならびに連邦議会・同家会議議員の地1"についての連邦法の改定、お
よび連邦議会・連邦会議議員と国家会議議員の地位についての連邦法の改正と追加に関す

る辿邦法第 1単第 12条の尖効の承認」についての辿邦法(61jが 2004年 12月 16日に制定

され、公民権を喪失した場合などを除いて|院議員を罷免することができなくなったれ | 

院議員の身分保怖が高められ上院の審議が安定するようになると考えられる 方で、構成

主体側にとっては上院に対する影響力がさらに減少すると予怨される。

2001イ|まで|院は完全に構成主体の代表機関であり、政府間関係の構築における つ

の有効な経路として機能していた。しかしながら、 2002年以降は選出方式の変更によっ

て構成主体と上院の関係に変化が生じ始めている υ 積極的に政附間関係を媒介する役割lか

ら、地域代表として法案をチェックするという民小限の役割lへの移行がみられるのであるつ

上院の地域代表原則は維t}されているが、上院が政府間関係に及ぼす影響JJは弱体化の兆

しを見せている」

4.憲法裁判所の機能

連邦政府と構成政府間における士、1"が生じた場合、立法府や行政府のレベルで調整が行
われ、対立が解消される場合もあるが、対立の了十点が権限|メ分のように憲法解釈をめぐる

ものである場合、解決を司法に委ねることとなる。ロシアでは 1994咋に連邦憲法裁判所

が設すされ、述;苫寸法審査について抽象的審査制型を選択した(叫)。ワッツは政府間紛争

の公平な解決のためには憲法裁判所および最高裁判所の独立性が重要であるとして、他の

58 T レミントンの叶究によると、 1998年9月かり 2001年7月までの法主台t比率が20.7(){，であるのに
対L、2001イ110月から旦)()2イ1:7月までの法案存決キFは3%にまで減少LているじrhomasドRe
illmgton‘白Majoritieswithout Mandates: The Russian Federation Council since 2000，" Europe-Asiα 

Studies 55:5 (2003)， pp. 680-682 
59 Julic R 仁orwin，"F cdcration仁ouncil:IIousc of Lords or TTousc of Valctsつ，RFE/RL Russian 

Politiω1 Weekly， 16 August 2004 
60 この事flに闘してはさすがに反発が強く、州議会議長のY リューリンは、知事の決定を悶むため
にQ:，"1.Zな州議貝の3分の 2の賛意地匂守られる可能性があると発ーしているじ Xo凡blpeAano叩 a回 T
// Bc江O¥fOCT日 17CCHT克5p兄 2004

61 Co6paHHe 3aKOHO凡aTe.nhCTAaPOCCHHCKOi1申e凡epal(lH1.2004. N2 51. CT. 5128 
62 この明に相当する連邦国家はロンア以外では、オーストリア、コモ口、エチオピア、 ドイソ、南ア
フリカの5ヵ|判である とれ以外の述邦|判米では最高裁河岬がその機能を果たしている 3
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政!付権力に対する司法の独立がどの程度維持されているのか、また裁や1]'肖の選出において

社会的亀裂が考慮されているかどうか、の二点を分析の対象としている同)】またれ崎は

権限の所属を明確化するためのT法として司法的調整を捉えており、これは窓法改正と司

法審台によって担われると説明している (61)。ロシアでは司法の独立がどのようにして実

現され、そして叶法審査がどのようにして連邦制の維持のために機能しているのだろうかつ

(1 )司法の独立性

日l法の独立に関しては、連邦同家の多くが裁判官任命制度の設計に工夫をこらしているつ

任命制度の知型としては、上院のポ認を料て大統領が任命する型、構成政府のポ認に某づ

いて辿邦政!付が任命する型、司法閃辿機関の助口や平認に基づいて辿邦政附や大統領が任

命する型、の3つが主なハターンとなる(舶のベルギーやカナダ、スイスなど被数の百語が

連邦公用語となっている凶では社会的亀裂への対応が重視されており、任命において出身

の口語集問が何であるかが重要な話:叫、をもっ。ロシアでは、宇|会的亀裂への対比、に関して

は、タタールスタンなどの共相同レベルの裁判所において複数百詔の運用能力が必嬰とさ

れるという例はあるが(66)、連邦レベルでは芯法裁判所を含めて、特別な対応はなされてい

ないυ ロシア憲法裁判所判事の任命については、上院の承認を経て大統領が任命する手法

が採用されており((ii)、立法府が行政府による日l法への介入をチェックできる制度となっ

ているわ

(2)司法審査

ではロシアの憲法裁判所判決は連邦制に関してどのような判断を下す傾向をもっている

のだろうかじクレイマーによれば、連邦国家における違憲立法J岳査は、残余権立どを害慮

に人れるよりも列挙権限に厳格に!照らし合わせて司法判断が下されることが多いため、判

決の傾向は基本的に述邦と椅成主体に対してどのように権限が配分されているかに左右さ

れる U さらに憲法裁判所の政治的リソースには限界があるために、判決は時として政附や

談会の政策スタイルの影響を受け、内律的に判断を下せる余地は大きくないという (68¥

例えばアメリカ場合、:直邦権限のみが列挙されてL、るが、 1930年代前半までは議会の支持

の卜、.LLZI同裁は州に対する残余権を#>Iiする立場をとってきた I刷。しかし、 F.)レ←ズベ

63 Watts， Comparing Federal号slem爪 p.100 
64 軒l時問権と述邦制I410-412 p， 
65 アメリカ、オーストリア、アルゼンチシ、ブラジル、メキンコが最初jの明、オーストラリア、ベル

ギーが一番Hの型、イ〆ド、マレーシア、ナイジエリア、スペイン、 1+1アフリカ、ベネズエラが」
帯目的型に相当するI その他の型としては、連邦議会(上下院)の助言に立づく lイソ、そしてJ伝
統簡あるいは最高裁判事長が中心となっ亡閣僚や卜院議員、専門脅えから判事を選出する型としては、
コモ口、エチオピアがある。カナダでは、形よ的には総督による作命であるが、 d人画的には連邦首
相が任命しているハパキスタンについては、 最高裁'I'IJ事長を大統領が円同に任命できるの

66 口mitryGorenburg，‘ Regional Separatism in Russia: EthnIc Mobilizatioll or Power Grabつ"t:urope 

Asia Studies 51:2 (1999)， p. 261 
67 ロンア連邦憲法第 128条第 1扇c

6お Lar円.'Kramcr， ，・UndcrstandingFcdcralism，" Vanderbilt L“w Revi凸v47:5 (1994)， pp. 1485-1561 
69 Joseph F. Zimmerman‘(コmtemporaryAmerican Federalisl1l" The Grml'th on /Vutional P.υWCI 

(Ncw York: Pracgcr， 1992)、pp.87-92 
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ルト政権成立以降は辿祁が総々な政策分野へと政治的関与を封、大してL、くことを追認する

判決が増加した (70i カナダの場合、連邦権と州権がともに列挙されてはいるが、残余権が

連邦に属している c 特に、「カナダの平和、秩!了，およひe止しい統治」に関して連邦が立法権

を行使することを認める規定が存在するため、辿邦l荘の封、大が司法判決において認められ

やすくなっている仰の連邦権と共管権限が列挙されているロシアにおいても、趨勢はア

メリカや力ナダと大乗ないのロシアではヱリツイン政権期からプーチン政権期まで、 貫

して辿祁佐を重制する立場がとられてL、る己例えば、 1997年 3月にコミ共有l囚が課税権

限に関して行った質問について、構成主体の課税権限をilJi('1的なものとして判断し、連主15

芯法第8条の経済空間における統性の原日Ijに依拠し、課税権限|メ分の源泉は連邦にある

とした (72)υ また、アルタイ共和国の憲法内符に閃する決定(7旬、および袴数の構成主体の

憲法が連邦憲法に一致するかどうかに闘する判決(7{1では、連邦の主権に反しない範阿に

おいて栴成下体の権限が認められることが再確認された。特にアルタイ共和国)Jj法につい

ての判決では、共和国が主権を有するというアルタイ共和国憲法第 1条が辿邦憲法に抵触

するということが明推に述べられているじしかしながら、変化も '1じ始めている。 2003

年に栴成1':f4oの憲法が連邦法に違反しているかどうかについての裁判を連邦の下級裁判所

で行うことが妥~か否かを問う訴訟が、タタールスタンと川シコノレトスタンによってなさ

れたっ共和同側は、連邦法と構成主体法の干貯を判断できるのは、連邦憲法裁判所や連邦

最高裁判所、そして構成1':f4o'立法裁判所のみであると1':51<している (75i。同年7月 18t!に

判決が卜され、構成主体の憲法と辿邦法の矛盾に関する訴訟は、辿邦憲法上の権限R分に

抵触する問題であるがために、連邦憲法裁判所において審議されるということが線認され

た(761 この判決は、垂直的な法体系の確立を急速に進めるブーチンに対して 定の抑止

力をもつであろうと詳価されている(7i}じ立ぜならば、連邦法と構成主体iよとの聞に牛じ

る両日障が原WIとして窓法問題であると認識されたからである九これによって連邦法体系と
構成干体法体系という一重の法体系が一つの困家の巾に並存することがロシアにおいて認

められたのであるじ

このように、政治的独す今が果たされている限りにおいて、窓法裁判所は述窓寸:法審査権

70 Ibid.. pp. 92-96 

71 加藤弁敢 lカナダ連Js政治 多様作と統への模索』 京以k学山版会、 2002 年、 167-170~n

72 1997年3汀21Rの判決 (Co6paHl1e3aKOHO凡aTeπhCTsaPOCCl1llcKoi1申eilepal(l1l1.1997. N2 13. CT 
1612.1 また、この判決に関しては以十が叫しいυ 小#出秋夫|税財政と説法 ロシアJ也法裁判所
の判決からJrエリツイン体制下におけるロシアのJ法動l同1.1日本["1際問題倒究所、 2旺)()年、 29-32
頁、

73 2∞0年6月7日の判決 (Co6paIlHe:mKOllO，i]，aTe江hCTsi1POCCUHCKOH申四epallHH.2000. N2 25. CT 
2728れまた、この判決については以卜が詳しい。 E，μJμUM.B. KOHCTHl下IJ;HOHHOerrpaBo 
POCCUHCK(地申enep叫凶凶 M.:HOpMi1， 2001. C. 338-339 
H 卜院議員のグループが質問を提山c対象となったのは、アデイゲヤ、パンコル lスタン、イ/グー
ン、コミ、北オセチア、タタ ルスタンである (ι06pallHe3aKOllOnaTeJlhCma POCCUHCKOH 
申e)..{epaUl1l1.2刷)1.N2 20. Cr. 2059.)。

75 Jeilrey Kalm，“COUlis -Moscow VS. K担万n:Constitutions on Trial，" RFE/RL Russian Po/itical 

Weeklv. 20 June 2003 

76 2凶3年7月18Uの判決 (C06paHHe3aIWHOnaTeJlhCTBa POCCUHCIWH申e，ilepaIJ;UH.2003. ]、も30.Cτ 
3108.Jし

77 KOMMepCaHTh. 19 H凪，T82003. C. 1 
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を介して辿邦制の継続を主;えることができる。憲法というルールをl明確にしていくという

作業を伺うことによって憲法裁判所は連邦制の維持と安定に寄与しているのであるつ

5.政府間財政関係

政府間財政関係(主連邦制の維持や管理において非常に重要な要素である c ワッツは連邦

制における財政の役割について「財源の配分は、辿邦制を構成する各政附にとって重要で

あるつなぜならば、作レベルの政府が憲法によって定められた立法およひ守行政|の権限を

執行するためには財源が必要であり、また、税や財源は各レベルの政府が各々の領域にお

ける経消事象に対処するためにも重要であるからであるJ(n)と論じている。そして比較の

視同人として、成人配分や蔵出構造、財政而における不均衡、財政移転、政府|町財政調整の

T法を提示している J 連邦制は、連邦政府と構成-tf4>cとの聞で主権を分有することを前提

としており、財政的自律性の確保は、単 制国家における地点自治以上に重要であるι こ

こではロシアの構成主体がどの程度、財政|の向律性を維持しているのかを明維にするた

めに、ワッツが提示した比校の視点に注目してロシアの政府間財政関係を分析するの

まず他の辿邦国家との比較において、ロシアの構成主体がどの程度の財政力を有してい

るのか線認しておこう。図 1では一般政府税収に占める構成政府の税収比を縦車内に、構成

政府ぷ人に占める連邦政府からの財政樗転のI判合を横軸にとり、国ごとに構成政府の財政

力を上七車えしている c

ロシアの 2002イ|から 2004{Iまでの一般政府総税収に占める構成政府税収の、ド均比率

は49.36%、栴成政府のぷ人に占める連邦政府からの財政将転のii出合は 25.49%であり、

カナダやドイツの州政附と同等の財政力をロンアの構成主体がれしていることが分かる。

この|玉J際比較の結果から、ロシアの構成主体が呈的にみて|分な則政的某盤を築いている
ことが癒える F しかしながら、ロシアの構成干休に対する財源保障は十分ではないとの指

摘がこれまで多く立されてきた倒。なぜ立らば、ロンアて"は税源区分は連邦税法によっ

て定められ、連邦税を構成主体や地方向治体に分配する際の配分比率は連邦政府F算にお

いご決定されるからである。ブラジルやスペインでは税源|メ分や財政に関する規定が憲法

に明記されているが、ロンアでは共管権限に税に関する事瓜があることが確認できるのみ

で、法制度的には財政卜の主導権は連邦にあるといってよい(仲。

現行の述邦税法におい亡、構成七主体税 (J出城税)として|メ分されているのは、売上税、

法人資jff税、運輸税、賭博業税の 4つであり、構成主体税収に大きく影響する所得税やiL

7お Watts，Comparing Federal号slem爪 p.43

79 例えば、i¥ndreiShleifer and Robert W. Vishny， The Grabbing Hand (Cambridge， MA: Harvard 

University P問日 1998)ヲ p.249 
80 .1三節の記述では 2001 年から第一部が施行され体系的なJl~で効力を持つこととなった現行税法下に

おける財政山j世を分析の対象としているが、歳入および課悦権の面における連邦優位という制展的
む憶はl円税法の Jにおいても1，1様であった。 IR税法rにおけるけ政制度については以lが訂しい。
Andrei Shleifer and DanieJ Treisman可 Withοuta Map: Pοlitiιυ1 Tacti口 andt:cοnοmic Refarm in 

Russia (Cambridge， MA: The MLT Press， 2000)， pp. 113-136および、積川相l穂「地方財政の悦h
から見た 1990イl代ロンアにおける 『地方分雑化J:ロンア連邦財務省決持報作舎の分析を中心に|
「比較経済体市H岬究J部8号、 200!年、 116-132寅p
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図1 構成政府の財政力
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構成政府緯量入に占める連邦政府から由財政轄転由割合

資料)Governmenl FInance SlaLIslic、Yearhook，IMfの2003年および 2004年版を正に作成。
RUS ロンア CAN カナダ GER: Iイツ BRA プラジノレ CH スイス USA アメ

リカ MEX メキンコ ESP スベイ/' AUS オース lラリア AUT オース lリア

BELベルギ MASマレ シア RSA出アフリカ

持データを相1mできる連邦川家の位;近 3ヵ年の平均比率を草した(全て財政将恥後のデータで
ある。オーストラリア、カヲダ、ドイツ、マレーシア、南アフリカは 2001乍から 2003'tま

ごのデー夕、オーストリア、ベルギ一、スベインは 2000午から 2002年まごのデー夕、メキ

ンコは 1998'tから 2000，ドまでのヲ タを利附した ただL、プランルは 1997年および

1998午の 2ヵ年アメリカについては 2001年のみのデ タに拠っている(ロシアについて

は、構成宅体データについてロンア連邦!~務省によるロンア連邦桝成字体予算割け子報告
{自1)

(0，明rHOCTb06 f1CIIOJIHeHfH1 6的iJ)KeTOI:lcyO"beKTOI:l P申l1MeCTHblX 6的)..l'ihyrOl:l)の

2002イlから 2004イ|まごのデ タを利用した。

人税は連主15税である。これらの 定比率が連邦予算に基づいて構成主体予事へ繰り入れら

れる九主な税目としては先にあげた所得税や法人税の他に、天然資源取得料、酒税、ガソ

リン油税やディーゼル油税などがある。現行の税源配分比率に関する規則は [2005年ま

でのロシア連邦予算連邦主義発展プログラム」に関する連邦政!付決定f叫において定めら

れているの日決定における規則によると、連安15税から栴成主体への配分比率は、法人税の

61%、所得税の 50%、石油およびガスの取得料の 20%、その他鉱物資源取得料の 100%、

酒税の 50%、などとされている。また、構成主体税(地域税)である売上税や賭博業税の

部が地方向治体に配分されているつ権かに構成主体は税法に列挙された税目以外につい

て独白に新税を湾入すること、ならびに定められた税率の範凶|付であれば税率を変更する

81 虫邦財務有予算執行報告はロシア辿邦財務省|司庫管理)"Jのサイト (http://¥¥.'¥，，'''J..'.roskazna.rulreportsl 

mb.htmDにおいて公ぶされているものを利用した}

82 Co6p，官He33KOHO且aτenhCτBaPOCCHHCKO首φe且epaU;HI1.2001. N!! 34. CT. 3503 
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ことが可能であり、少なくとも法制度上は一定の白律性が保障されている。しかしながら、

法人税や所得税、付加価値税や天然資源取得料、ガソリン油税や酒税などの物品税など、

多くの税収が見込まれる税日(主連邦税法において連邦税に|メ分されており、その税収配分

比率も辿邦予樟によって決定される。さらに、 2004年 8月の辿邦予持法の改正により各

種税Hごとに配分比率が定められ、それまで作イ1.[-算で行われていた税収配分の調整余地

が大幅に制限されることとなった問。この改正の目的は地方自治体の財政某椛強化と政

附間予掠関係の|明確化にあったr::wが、税源移譲が行われず、税収配分調~が凶難になった

ことで構成主体の連邦政府に対する財政依存が強まると考えられる。

またロシアでは栴成-r体聞のぬ人格需が大きLり江も問題である J 連邦成守:当初(まぷ人格

差が大きく、村IJえば 1995年には構成主体予怖にI円める辿邦政肘からの財政移転の割合は、

10%を下|口|る構成主体が 25、10%以 1.20%未満の構成主体が 21、20%以 1.30%以下が

19、30%以上 40%よ満が 7、40%以上が 15であった(問。 1998年の時点でも栴成主体聞

の財政栴差は 1995年の状況からほとんど変化がないことが確認されてL、る州ι 歳入と歳

出の財政均衡についても 10J様のことがいえる。財政赤字を計|する構成主体の数はロシア

経済の好転を受けでかなり減少してきた (87)が、財政を好転させる栴成下一体が多くある

庁で赤字を首|上し続けてL、る構成主体も少なくないι こうした財政栴差は構造化しつつあ

り、政策レベルで格差が'1じることが懸念されるの 2004{Iの構成主体における蔵同をみ

ると、地方自治科;への財政樗転、 Ti'3.建設、健康 スポーツ、目的別某金(地域道路某
金)、ネ|会政策、教育、住居 コミュニテイ、地右白治問辿が主要な拠出項Uとなっているυ

域内の経済やilWI活に関わる多くの分野を構成主体が但っていることになる。地方自治

体への財政樗転は地方自治体の総友人の 43.43%を占め、財政システムの変更fをも構成政

附による地方自治体への影響力は未だ強いことが窺えるυ そこで、構成主体統合予算につ

いて見てみると、歳{llrで大きな割合を占めるのは、{士Ici・コミュニティに|剥する支1'111と社

会 主化事業についごの支出であり、後-X"に関しては教官への支出が半分を占める。 1995

汗から 2002汗までの 8汗聞の平均では、構成主体枇合予算の歳出にl円める住居・コミュ

ニティ|剥連の支1'111が20.749台、社会・文化半ILについては 41.39%である〔連邦政府も責

83 rロシア連邦てf1't法てf1't間関係の規制Iに閲する平部分の追加と改l卜」についての連邦法 (Co6paHl1e
3aKOHO江aTC.ibCTBaPOCCH首CKO首①C豆cpa日目珂 2004. N~ 34. CT. 3535.) c 

お4 ロシア連邦財務省サイトで2003年3月26円に公開された OCHOsHhlenpl1Hlll1nhl no.nHH1KH A cttepe 

pa3ipaHlf可CH目見;:J;OXO江HbJXlf paCXO，Il;Hb四日O.iHOMO'IH日 MCiK.uyypラOBH兄M珂 0回瓦羽iKCTHO阻 c口lfCTCMbJI 
P申 にある口O仰兄C印HH肝Te旧.'"出Ha朗宛 3凋淵a引H日問'"叫1ωC印トK哨aK口叩p匹oe制KT可y申e
H 疋I叩o】川H町o】四汀HeH阿首 B DK叩予l月l)涼K配eTHb日I首KO;スl胆eKC Pocc口H揃1首ic口K町;氏旧【o首φe;ス:J:epaUlflfB 可aCTlfpery汀阿pOBa日目河
M白K6ro江ilaTllhlXOT110山eUHll>>を参照した (http://W¥'iW.min日n.nνfvr/tinre王htm)。
85 Alstair McAuley，“The Determinants of Russian federal-Regional fiscal Relations: Equity or 
Politicallntluence?" Eurof丸e-AsiaStudi目 49:3(1997)今 pp.441-444の財政資料を参照。この資料
はイングーシとチェチェ〆を除いたお70)構成主体の財政状況を整用しているd

86 Alexei M. L品TOVand Alxei G. Makushkin， eds.， The Fiscal Structure qfthe Russi叫んderation

Financial F!O""F hetween the Centerμnd the Regiοns (New York: EastWest Institu加、 1999)町p.73
87 財政亦乍を計卜した構成二七休の数は、1的6年にはおあったが、2000年にはおに減っているハ「却02
{I'. ;がら旦)10イ|、 2015{Iまでのロンア連邦諸地域の社会経消的発展に閲する格差縮小|についての

迫邦プログラム十l表2を参照 (Coopmme33KOHO且aTenhCτBaPOCCI1HCKOHφe，ilep叫凹 2001.N!! 
43. c，. 9015.)。
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任を持つネ|会ー主化事業については構成主体の歳出額が金衛において辿邦政府の歳出額を

日に1.1口|っている I仙のしたがって、財政格差の構造化は公的インフラストラクチャ 形

成に格需をもたらしかねないのであるの

次に財政移転について見てみよう。財政調幣制度は、構成主体聞の財政栴差を緩和し、

かっ同家全体で引!準的なサービスをJlf供するための制度である。構成主体|町の財政格差

は、ロシアと同様に多くの連邦国家においても問題とされているため、アメリカを除く連

邦因不には必ず財政調幣制度が存在している。またドイツ以外の辿祁因不では、財政調犠

が連邦政府によって行われてLミる。ロシアにおいても、財政調整を但うのは連邦政府であ

る付ロシアにおける連邦政府から構成政府に対する財政移転は、使途が定められていない

般柿助金と、使途に条件が十lけられた特定補助金の つに大きく分けることができる、

一般補助金を構成しているのは、財政移転の中心である 1994{I連邦予算において設置さ

れた「栴成下体財政支援連邦某金」である J いわゆる干衡交付金制度であり、特定の要求

計算hii:.によって各構成主体への主給瀬が決定される、この基金には{、l加価値税などの辿

~~財源があてられている(刷。特定補助金は連邦政府委任行政や特定の政策の実行につい

て拠出されることになっており、例えは:'Iii'{:占有対策、育児対策、放射能防当、住宅支援な

どに平11川される補境基金などのような基金が設けられている尉合もあるレ 2004年の財政

移転の内訳については、一般補助金である平衡交付金の割合が単独では 42.31%と民もよ

きいのただし、特定補助金の合計比率は 45.83%であり、特定補助金の方がやや多い栴成

になっている。ワッツは条件十lき補助金が財政移転にI円める割合をいくつかの辿邦国d訴に

ついて比較したっそれによると、アメリカが 100%、ドイツが 64.5%、オーストラリア

53%、インドが 38%、スベインが 235%、力ナダが 4.3%とされており(側、補助金の使途

に関してロンアの構成主体の白山度は比較的l出いといえるu したがって、 トレイス7 ンが

指摘しているほどには則政移+ムが政治的影響力を持っていたとは考えにくい(91) むしろ、

財政移転について重要なことは平衡安付金が構成干休聞の財政格手縮小に寄与していない

点にある心 V.7リスチェンコの州d先によれば、構成政}{i聞の税収約差の!il)';11古はカナダで

1. 081，打、ドイツで2.36治、アメリカで 3.4桁である 方で、ロシアでは 9.07併とのデータ

を提京した上で、平衡実付金制度や制助金市11度の見直しが重要であるとしている凶

i直後は政附問財政調轄の子ilについてであるが、一政附聞の交渉が連邦政}f.Jの求心力維

持に利用されていた 1990年代とはT法が変わり(側、 7 チン政権は f'$闘係のハード化

を進めることによって、積極的に述邦政府の影響力を高めようとしている c 先述の [2005

88 ここまて:vりう戸 タは、 PeiHOHbIPOCCHH. COUHalhHO-::>KOHOMH'IeCKHe nOKa3aτenH. 2004. M 
POCCTRr， 2004および Pocc凶 CKHWcranlCTwlecKHH e'il¥el"O)J，HUK 2003. CranlCTwlecKHH C60pHUK 

M.: POCCTaτ，2003を参出したF
的構成主体財政支援連邦基金については以下が詳しし¥保坂村郎「ロンア連邦の地方財政支援基令に
ついてJ1両知市街性 社会科学l市72号、 2001年、加 l川貞。
90 Ronald L. Watts， The 8Jフ削JingPοwer in FIどderαl五.yst，川町イ ComparatiνeStudy (K ingston， 
Ontar10: Quccn's Univcrsity、1999)，p. 56 

91 Treisman. A斤'erthe Deluge， pp. 81-1 19 
92 A在}Ucm印 lWB. Pa3BlfT日C日目瓦)I{CTHO問中C瓦cpa.lH3MaB POCClfU: HTOiH 1990-x ro.uOB日 3an:a{IHHa 
nepcneKTwsy I1 Ronpochl :)KuHuMHKl1， 2002. J{Q 2. C. 10-18 
93 1併Xl年代の財政をめぐる政柑間関係については以卜が非Lい ElizabethPascaL DザiningRu、swn
Federalism (、Nestport，仁T:Praeger引)03)，pp. 122-157 
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年までのロシア辿邦予樟辿邦主義発展プログラム」が地右自治体財政の基盤強化をU的と

していたのは、 f算|町関係の透明化だけではなく地方向If}体に対する構成主体の影響力を

目I1ぐことを意似|していたためでもある。また、 2004年度予算救書においてプーチンはぬ

出および歳入権限の明確化、予持法および税法の改正、そして地h自治体の権限強化を重

要視する変勢をとった (9針。これらの方針は教#の送付以前に連邦財務省において明推化

されており(州、連邦政府が政府間財政関係の抜本的な改市を目指していることは明らか

であるレ

ロシアにおける政府|削財政関係は、~4>c的に連邦1憂いのシステムとなっているじ権かに

構成Tて体が得る税Qx1lnは大きく、また財政移転金の使途についての自由度は高いc しかし

ながら、税源配分および税収配分比半の調犠は辿邦法によって規定されるため、辿邦政!併

と構成主体との|町に垂i両:的財政不I公衡の構造がみてとれるけこのため、ロシアの構成主体

の財政的某燃が安定的であるとはいえない J また、構成-r体聞の水平的財政小均衡も問題

であるレ構成主体の財政状況は改善傾向にあるが、財政栴差の構造化が懸念されるυ そし

て、プーチン政権成立以降は政府|削財政調整のあり方に変化が'1じ始めている。構成主体

の財政を連邦政府の管理下に世くことl土谷易ではないだろうが、連邦俺位の財政システム

が変更されない限り、徐々に辿邦政!付による財政上の影響力が増していくことは避けられ

ないであろうけ

6.政府間関係の調整

連邦と椛成丁一体聞の政府間関係は連邦制において非常に重要な要素である J ヮ、ソツは政

附間関係を分析する概念として「協調的連邦主義」と「競争的連邦主義」を提示している心

前者は多様な経路を通じて連事11と構成主体が協調|剥係にある場合を指し、ほとんどの連邦

国家がこの形式で政府聞の関係性を築いている F 後行は各政府が市民に提供されるサービ

スの質をめぐって、市場における企業のように、競争する場合を指すu さらに前者におい

て、作レベルの政府部門聞や閣僚問、官僚聞において協調闘係がみられる場合を「行政的

述邦干義」として|メ分しごいる。ごのような関係性を築いごいるのはオーストラリア、力

ナダ、 ドイツ、インド、マレ←シアなどであるリロシアの場合、連邦側が主導する形で政

府間闘係の構築が図られてきたが、構成主体行政府との141係構築が重要視される状況は

プーチン政権に人つでも変わっていない この意味においごロシアの政府間関係の関係性

は「行政的連邦主義」の範師事に入るといえるだろうじロンアにおける連邦制研究ではこう

した行政府間関係に注目するものが少なからず見られる九例えばA ザハロブは比較連邦

論行の議論を整理し、ロシアl主力ナダと同様に「行政的述邦干義」の特徴を有していると

論じている州。「行政的連邦主義」のような協調モデルは政)付間対立解消の効果的な子iL

91 D回瓦JKeTHOe rrOCJIaH日e T1p回目i'l:eHTa POCClf首CKO首 φei'l:epaUlflf 申四ep叩 bHO恥.1")' Co6paH回目

POCClfHCKOH申enepa叫凶凶 <<061OLDI<eT1WH nOJllfTl1Ke s 2004 ro且y分 //φ1111al1Chl.2003. N!! 6 
95 OCHOBHbTe rrplfHuH日目口0.，阿T旧日 Bcctepe pa1rpaHH1JeHmr )lOXOi'l:HbTX H paCXO)lHbJX口叩HOMO可目前

Me氷且YypOsllll.MH 6lOLl氷eT1WHCl1CTeMhl P申 (http://www.m凹 fin.ru!fvr!日n_ref.htm)
96 )山中川A.AαVlCIIOJIHHTeJlbHblHcþe !J，epaJll13則自 co叩e~1eHHo ì1 POCCHU!! IloJ[HC. 2001. N<;> 4. C 
128 
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であるのは確かであるが、問題がないわけではないι ドイツのI品合、辿邦酋相や閣僚、辿

~~官僚、連邦参議院議員、州首相や州閣僚、州官僚、州議会議員など多様なアクターが政

府間関係に関わる政治決定に関りできる制度となっているために、決定が遅延する、ある

いは凶耳ffiになる「共同決定の民」という問題をYdえている (97にまた、 A ウイノレダブスキー

が指摘しているように、協調のための+明日みの設定が政府|町関係の方向十Tおよび力関係を

破由;化させる日l能性がある制。したがって、政府間関係をめぐる制度を分析する際には

訴が枠組みを形成しているのかについての検討が重要となろう ι

ロシアの政府間関係においては、権限区分条約、連邦管区制度、そして同家評議会とい

う一つの制度が注目されてきた J ここではこれらの制度がロシアの政府間関係にどのよう

な影響を与えてきたかについて分析を行うことによって、ロシア辿邦制における政附間関

係の制度的特徴を明推にしたいの

(1 )権限区分条約

エリツインは 1994イ|に、構成主体の要求に対してk統領令をもって対応していくとい

う柔軟なアブローチを打ち出した。連邦ZJ，法導人において強制なアブローチをとったエリ

ツインのう主勢が変化した背京には何があったの rあろうか。一つには、辿邦政!付と構成主
体政府との|削にあった連邦制についての認識のギャップであるじ連邦憲法では、連邦条約

において保附された椛成主体の列挙権限が削除され、残余権が明記されているのみであっ

た。こうした辿邦側の態度は構成主体側の筈成心をr'dJめた。ー右、辿祁側の認識としては、

当時国Ij首相などの立場で民族問題および地域政策を相当していた Sシャフライに代表さ

れるように、連邦7立法の原則を曲げてまで個別条約を締結する必要はないとのv.場がとら

れていた(99)じ一点、Hは、構成主体に対して連邦政)付から多くの公的業務が移管されたこ

とであるの移管された業務の多くは教育や医療、社会扶助、年金、交通機|剖などに|剥連す

る業務であり、多くが追加的な財政負担を構成主体に強いるものであった{J仙。述邦財政

の忠化が連邦政附の求心力低卜をjftいたのであった。=点Hは、税に関わる問題である。

ソ連時代は中央と地方との聞で蔵人を分りする制度をとっていたため、税徴収ンステムが

不完全であった。このため、制度が整備される前に構成干休からの税収分与の要求が高ま

り、構成主体によって留保される税キに大きな約差がついてしまった(101j こうした政IH

聞の対戒を契機に、法的な↑等性と政治的な非対称性の日正撚によって生じる問題を解決す

るT段として権限|メ分条約が締結されることとなった。

では、権限区分条約はロシアにおける政IH間関係にどのような影響をもたらしたのであ

97 Arthur Gunlicks. The Landerμnd German Fedemlism (恥1anchester恥1anchesterUniversity Press 

2003)， p. 70 

出 Aaron Wildavsky， Speaking Trulh 1ο Puo，ver: The Arl ω dCmji ィゲPolic.VAna~}'sÎs (30ston: Little句

Brown， 1979)， pp. 142-152 

99 Waxpau C.M. PO.'1b !J，orOBopHblX IlpOUeCCol:l B y印刷1;leHHH H pa31H1T川 pOCCHHCKOIO

中e，a;epan旧 Ma1/ I:v6oご701¥1.H.ゆ四)申叩epanH3M即日cτHl1 BJIa口b中ep;ep田町Ma.M.: I1HTe.TITex， 
1997. C. 153 

100 Kitty Stev.'町t，Fiscal Fcderalism in Russia: Intergovemmental Transfe月削dthe Financing 01 
か:lucatiοn(CheJtenham: Edward Elgar Publishing， 2000). pp. 12-14 

101 Treisman， Afl的 theDeluge， p. 21 
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ろうかc 権限灰分条約が政附間関係構築の手段として利川されるようになった発端は、同

条約が 1994{12月に連邦政府とタタールスタンとの|町で締結されたことであるつタタ

ルスタンはその経済JJと民族主義に某づく政治JJとを巧みに利用し、 2年半をかけて慣重

に辿邦政!付との安渉を進めた(叫，交渉は互いに代表問を組織する形で行われた。タター

ルスタン側の代表凶は、 V リハチョフ副k統領(当時)を筆傾に、経済相当閣僚や憲法監

視委員会のメンバ一、学青から構成されていた(l03
1
連邦側の代表団は幾度か変更された

が、基本的にはシャフライを中心に、 ~時の副酋相や司法相などから構成されて L 、た ι そ

してタタ ルスタンは共和同の主権を主張しながらも、例別の政策事瓜ごとに交渉を行い、

行政協定を積み上げていく方針をとったわ他の栴成主体は権限|メ分条約を締結に関してタ

タールスタンに追随したι 柑11えば、スヴヱルドロフスクでは、首長の E ロッセリがエリ

ツインに圧力をかけ、ンャフライに交渉の閣始を同志させたっその後、タタ ルスタンの

場合と同様、相互に閣僚等から構成される代表団を結成し、定期的に会合を行った(lO-l)

このように条約の梢結過程において、辿邦および構成主体の政!付機関やエリート聞の受流

チャネ)~が闘かれたの体制移行の民中、政治的にも経済的にも秩序が明推に定まっていな

かったロシアにとって、ライカーが論じるように政党を介して連邦と栴成主体が交渉をも

ち、そして辿T石市lの維持を行うこと (10.'i)は凶難であった、そのため、権限灰分条約を擬点

とした連邦と構成主体の交渉様式が出現したことは、政府|町コミュニケ ションの川滑化

に大きく寄りしたといえよう c しかし、こうした関係性の巾には格茅も見られた C 例えば、

サ7 ラ州では、州政府が協定伊東を創成し、それに基づいて辿邦政肘に権限移譲を求める

という干法をとったのそして先行して条約を締結した構成主体と同様に、税財政|ーでの自

由度向上を求めたc しかし、財政JJがあっても天然資源に忠まれず、共和国のように強力

な政治的リソ←スをfJさないサマラは連邦財務省から税制上の優遇を得ることに帯労した

という (106)。また 1994年 2月 15日から 1995年 6月 29日までに条約締結に至ったタ

タールスタン、カノi)レダ・パルカル、ハシコルトスタン、北オセチア、サハ、の5つの共

和国に対しては、構成主体法のl¥'(ff'fづけ、経済・金融政策、天然資源の利問、税財政等の

面で到!烹匝|家に近い権限を付りされていた(川 c 顕著な形で権限の非対称性の拡大がみら

れたのである F

さらに、兵v.wが指摘するように(101i¥政治的なアメとしても和l附されたじ 1995年の卜院

選終了から 1996年 6月の大統領選までのわずか半年の聞に、 18もの栴成主体が条約を締

結した これには 1995年 12月の下院選挙で政権に]忠、政党である「我が家ロシア」がロ

ンア共時党によ敗を喫したことが影響していた。このためエリツインは 1996汗の大統領

選再選を確実に tるために栴成主体の支持獲得に動いたのであるの

102 締結に至る過粁は以下が詳しし'cKahn， Federalism， DどmoClαtizatiol1， pp. 151-157 
103 Xmw.Ho6 P. DCJI胡 KHlfra TaTap口aHa: n)'Tb K C)'BCpCHlfTC1)': C60PHHK 0中間日叩bHbJX
ヨoKyMeHToR町 1990-1995.Ka:3aHh: I {eHTp ry~WHlnapHHX npoeKTOR l1 11CC刀e凡oRaHl1ti，1996. C. 30 

HH Gcrald M. Eastcr，‘ Rcdifining Ccntcr-Rcgional Rclations in出cRussian F cdcration: Svcrdlovsk 
Oblast'，" Europe-Asia Sflldies 49:4 (1997)， pp. 627-628 

105 Riker， Federalism， p. 136 
lC川 Pascal，Dejining Russian Federalism， pp. 95-105 
107 権限区分条約のl判評は以「を幸町c ht叩11、vww.constitution.garant.ru/DOCREPS_7100_1_ O.htm 
108 兵胴「現代ロンアJ102ー103>10 
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確かに、佐限R分条約はタタールスタンやパシコルトスタンのように分離主義的傾向を

見せていた構成主体を連邦に引き付け、権限をめぐる構成主体の不満を緩和する効宋を

もっていた。また、交渉の中で連邦政府と椛成主体政府との聞にチャネJしが形成され、政

附間関係の構築に貢献したこともまた事実であろう ι しかしながら一五で、その限界も露

呈していた。 つは、チェチェン問題である。連邦政府は権限区分条約方式をチェチェン

にも適用しようとした。しかしながら、国際的に認知される形での下権を求めるチェチェ

ンは、広範な自治は得られるがロシアの主権卜に入ることを泣lLf;iる佐限灰分条約の締結

を拒んだの結果的に、 1998イド 12月にエリツインはチェチェンとの条約締結という方針を

放乗してしまうリ凶チェチェン側の主権要求を芥めない連邦政府に選択の余地はなかっ

たのであろう。 点、Uは、権限R分条約という手法が辿邦政!併の政権内部でl凶い評価を受

けていたわけではなかったことである{例えば 1995イI-l月に、当時k*JE官itiR守長官であっ
たブイラトフは栴成主体の迷信、も辞さない行動に対して懸念を表明し、 r'立法を道、lする
よう構成主体を説得すべきである。もしできないのであれば、憲法裁判所に提訴すべきだ」

として権限区分条約を暗に批判していた(llu¥ また、チュハイスらの中央集権派は、全権

代表の権限強化と地方自治体の取り込みを通じて栴成Tてwの影警))を削ごうとしていたと
いう (l11jυ さらに 1998年 8月の金融危機は、経済的混乱を抑き、辿邦政附や構成主体に大

きな影響を与えたいくつかの構成主体は、危機による経済への忠影響を和らげるため、

商品やサービスの自由な移動の制限を禁じた。この混乱も権限|メ分条約がもたらした権限

の非対称性の結果ごあったι そして 1999年には、権限灰分条約の機能が央管権限の調犠

に限定されることとなり (112)、政府|削関係における権限区分条約の影響力は急速に低下し

ていくこととなった J 政治的な安定のために非対称性の拡大を黙認する戦時は、政権関係

者の連邦制に対する不満や懸念を品める結果をJ向、てしまったのである」

(2)連邦管区制度

2000ザ5月 13日に、プーチンは連邦管区の枝問を決定した。ロンア全土を七つの連主15

管区に分け、大統領全権代表部を設置し、連安15権限執行の監督を行う大統領全権代表を派

遣する行政的分業制度である エリツイン政権期にも各構成干休に派遣される全権代表制

度は存在したが、派遣地域に精通した人材の多くは~該地域出身のエリートであり、派遣

後に構成主体における政治文化に取り込まれてしまうことが問題点として指摘されてい

た(113) したがって、こうした問題を解決するために広範な地械を酷脅する出先機関が設

問されたのであった。

l附 HelaBlfCHMa河 raleTa.3 .n;eKa6p河 1998.C. 1 

110 RFE/RL J.¥bvsline， 20 January 1995 
111 Ellgene Huskey句 "Center-Peripheη.'Struggle: Put川町sReforms:' in Archie BrO¥vn and Lilia 

Shevtsova， eds.， Gorbachev. Yeltsin， and PlItin: Political Lιdership in Russia '8 Transition 

(Washington，口c.:Camegie EndoVo，"ment for InternationaJ Peace. 2削)1)，pp. 116-117 
112 ロシア辿邦|司家権力機関とロシア辿邦構成主体のl刻家権力機関との聞の管惜事Jftおよび権限区分
の原則および手続きについて|の連邦法によって限1とされたじ Co6paHue3aKOHO，!J，areJlbCT1:¥3 
POCCHHCKO首φe且epaU;HH.19ち9.N， 26. CT. 3176 

113 Peter I附〈心11比kov，..‘ R品z削ι守口山tαl'S P円Pο川川1ν'ln(剖 Aut的hο抑n臼f“r
(但Ba出Sl凹ngst臼oke:Mac目叩I口m凹nilla叩11】， 1998幻)， p. 123 
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主E邦管R制度の主要なU的l主、辿邦法体系からの逸脱した構成主体法の是正にあった、

このため、内務省や日l法省といった治安・法務機関の支部がいち早く設置されたのまた

2000年 8けには連邦政府の代表部が省庁の出先機関の調整を担うために設i崖されること

となった、そしてこうしたU的以外に、管RいIにおける経済発展を促すとともU的の っ
とされたの 2000イ1.10月に闘かれた管区代表者|町会合で、プーチンは管区代表に長期経済

計画推進のための開発戦略センターを各符|刈二設出するよう促LたはH}付こう Lた動きに

対Lむして、管灰代表は経済政j向や資金移到のモニタリングを通じて経済分野でもその影響

力を伸展させてl￥た}管区の動向が注Hされる中、大統領府自体にも動きが見られたの

2000年 7円に大統領府副長官に選任された D コザク(当H干)が構成1':14'法の是止のため

に積極的に活動をするようになった。 2001年 6月21nにプーチンは「辿邦機関、構成主
体機関および地方自治機関との|町の権力および権限区分に関する準備のためのロシア連邦

大統領委員会に関する」大統領令川町に署名し、コザクをその議長に任命した。同委員会

は権限灰分条約を辿邦憲法および辿邦法体系に合わせて是正することを主なU的としてい

たけその結束、構成主体側から権限区分条約の変史や破棄を申し同るといった行動が見ら

れるようになった J そLて 2002年に人るとタタールスタンやパシコルトスタンも譲歩に

!むじるようになってきた。ここまで見てきたように、辿祁管R制度は基本的には辿邦lffiの

保守?と拡よのために設置された組織であり、政府間関係を連邦の側が「管用」へと切り替

えようとしたのであった付

辿邦管R制度の基礎となる大統領令では、管灰代表の役割や機能が定められてL、るが、

連邦権限の監む機能や構成主体|町・連邦機関|削の調整機能をfBう、というようにj卜山にあ
L 、まいに定義されていた付大統領府地域管理局局長の Sサモイロフ(当時)は、管|メ代表

の基本的な役割は「連安15と構成主体との聞の調轄にあるJ(116)と述べていたが、現実には管
区代表の権限はそれに留まらなかった九中央管区代表の G ボルタブチェンコは、「管区代

表は U々 変化する困内政治の一翼を担っている」と述べ、管|メの権限Jよ大に意欲を見せて

いた (117¥ このような管区の権限に対する定義や認識の不明瞭さが管区制度の管轄範囲の

なし崩し的な拡大を招くこととなってしまったの管区による栴成主体に対する影響}J行使

が目立ったのは、構成主体レベルでの選挙においてであった。例えば、 2001年 1月 14U 

に行われたチュメニ州選挙では、~時現職の L ロケヅツキ←に対してウラル管区副代表

のSソビャーニンが--:r候補したのチュメニ州は二つの椛成主体、ハンティ・マンシ門治管

似とヤマロ ネネツ白治管|メをその構成部分としている。チュメニ州政府はこの一つの白

治管区の吸収合併を企図しており、自治管区側の笹川先感をl印めていたリこうした中で、ハ

ンティ・マンシ議会議長の経験があるソビャーニンは、有力な候補とされたの結果的に、

114 RFFjR/~ Russian Federation Report. 25 October 2000 

llS Co6paHlfc 3aKOHO瓦aTCJIbCTBaPOCClf首CKO首φc.ucpao;日目 2001. N~ 26. CT. 2652 
116 Cy凡MOiKeTJa6.noKl1pORaTl-， JlIo6oe pellJeHHe Kpe'-Ll.ll 1/ He3asl1cJ1M印 ra3eTa.10 OKT日6p"2000 
117 ボルタフチエシコはdι際に、特誕の構成主体に対する財政ι援要求に応えていた。 NikolaiPctrov， 
"Centr叫 FederalOkrug，" in Peter Reddaway and Robert W. 0此tLmg，eds.， The D.μwmfCSじf
Russian PoliLIcs: PUlin '"， RψJl'm (ゲFιierαI-RexionalRelαlions， vol. 1 (Lanham: RO¥vman & 
Littlefield Publishers， 2004)， p. 91 
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8年間チコメニ州知事のポストを維持してきたロケッツキーを破り、ソピャーニンが勝利

した'n刻。向治管区で 75%以|の得京不を得たことから、自治管区の首長が強力にソ

ビャーニンを析した結果だとされるが(j山、スルグートネアチガス等のチュメニの{j油!生

業からの主持も大きかった(120)、他の例では、 2003年 3円から北西管灰代表を務めていた

V.7トヴイエンコは|日j{110月5日に行われたサンクトペテルブルグ市長選に立候補し、

連邦からの強い後押しを受けて前副知事の A マルコヴァを下して当選している。

しかし実はこのように辿邦や管灰が主持する候柿が選挙で勝利を収めた事例は必ずしも

多くはなかった..2001イ112月 16日に行われたアルタイ共和同での首長選挙では、シベ

リア骨|メ代表の L ドラチェブスキーとプーチンがアルタイ共和国内務大臣の A ベルド

ニコ 7を主持してきたが、同候補は 10%の得票も得られず大敗した(121¥勝利したのは「ロ

ンア農業党」党首で下院議員のM ラプシンであり、メ下一派色の強い-t.t血柄で連邦側は|分

な支持を得られなかった付連邦側が勝利したチュメニ州そして敗北したアルタイ共和国、

この つの例から分かることは構成主体レベルでの政治助向が選挙結果を左右するという

ことである。これはロンア連邦独立以降、連邦政府からの統治が完全には凶かない状況の

下で、栴成下体の各々が独自の政治的環境、あるいは政治体制を築いてきており、プーチ

ンの指導力をもってしても構成主体エリートの協力なしには円滑な統治を図れない点に})ji

因を求めることができるけ特に選挙について百えば、 H ヘイルが指摘しているように、構

成丁一体レベルで経済的関係や民族的統帯に某づいた強力な選挙マシーンが形成されている

のである (122)、管灰の設置によって辿祁の影響力がl凶まったとはいえ、構成主体の自律性

は未だ奪われてはいないけ

管|メ設崖による行政的分業の結果、構成1':f4oに対する連邦の影警JJは増し、連邦法体系

と構成主体!J;の矛盾もかなり解消されてきたことは確かである。しかし立がら、人一統領令

に某っく制度設計のあり方は権限区分条約の場合と同様に、混乱を招く怖れがある九サラ

トブ州知事の D アヤツコブ(当時)は、目的からの逸脱を招き易い管|メ代表の権限を立法

によって規制すべきであると説いた(123) しかし、管区代表はより強い権限を干にしつつ

あるの北オセチア共和匝|ベスランで 2004年 9月に起った学校占拠半件は、プーチンによ

る述邦制改革を加速させることとなった。プーチンは 2004年 9月 13Uの拡大政府会議

において、構成主体首長の選出方法をん枇領が指名し、構成主体議会が承認する方式へと

変更した (l24)。この指名のための候補者リストを作成することが管区代表の新しい~務と

なったのであった 例えば、サラトブ州知事の選定の際、沿ヴオlレガ管|メ代表のキリエン

118 Sergei Kondrat'ev， ，・UralsFederal Okrug，" in Redda'vvay and印刷ng，eds.， The D.川 amκ，ィ
Russi岬，pοlitics，p. 197 

119 RFE/RL Russiα'nFed.訂正ltionRcport， 17 Januaり.2001

120 ['JWBHa51 <neXHOJlOrH兄，，:HallylaTb l136HpaleJJ刃!!He3aBl1CHMa51 1乱ヲera.12刃Hl:¥ap別 2001
121 KOMMCp印 HTo.18 n:cKa6p兄 2001.C. 2 
122 Henry F:. Hale，“Explaining Machine Politics in Russia's Re田0115:Economy， Ethnicity、and

Lcgacy，" Post 品川lAが"口 19:3(2叩 3)，pp. 228-263 
123 KOMMepcaHTも 30anpe川刃 2002.C. 4 

124 法律として施行されたのは同年 12月 11U 、Co6paHlfC3aKOH凹 aTC.ibCTBaPoccnii:cKo首
申C凡epalllH1.2004. N2 50. CT. 4950 
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コは数ヵ月前から候補者のリスト刊成を行っており、そしてそのリストに基づいて地右政

治家との調整を行っていた川.'i)。結束的に新しく知事となったのはサラトフの原 f力党電

所所長P イパトフであったのこの指名方式は連邦政府の影習，}Jを増加させるというより

は酋長の選定過程を不透明にするだけかもしれないι サラト 7以外にいくつかの構成主体

で首長の指名と承認が行われたが、多くの場合は現職の首長の任期が延びたに過ぎなかっ

たからである(126) 連邦政府と栴成-rf4>c政府との聞にv.つ新しいアクターとして管|メ代表

が台頭し始めているのである c

他の連邦同家には、政府|町協議機関はあっても、ロシアのような連邦管区制度は存在し

ないのただし栴成政府の管理監督という意昧であれば、インドは穎似した制度を有して

L 、るυ イントには、辿邦政附閣僚からなる因不言|画委員会があり、この委員会が州政!付の

経済政策や閣ずと計I向を補助金の分配を通じてコントロ ルしてきた(12i)。これに対して連

邦管|メ制度では符|メ代表の個人的資質に依存した制度であり、監督機関として十分に機能

しうるのか疑問が残る。現在のロシアでは、辿邦管灰制度が構成主体政}tfの白律性を奪う

ほどの影響を投ぼしていないことは先に論じた通りであるけしかしながら、このような管

理監督機関が形を変え、椛成丁一体レベルの政治に直接介入できる権限をTにへれた場合、

ロシア辿邦制における辿邦と構成主体との関係は恨本的な変零を迫られることになるだろ

っけ

(3)国家評議会

プーチンは|院改革の代償として、構成主体の首長とk統領令権代表がメンハーとなる
大統領諮問機関の国家評議会を 2000年 9円に新設した， r行政的連邦Tでて義」においては、
連手詞邦15政H仲的、'1及ひ

る3 オース lラリアやカナダ、そしてインドには連邦悶僚と州首相が参加する協議機|剥が

行計し、政策決定や財政配分の決定において重要な位置を占めていると例えばオーストラ

リアでは 1990汗代に経済改革に向けてのコンセンサス形成のために連邦・川酋相会議と

行政府間会議が刺殺された(128)。またインドでは 1954年に創設された|玉|家開発委員会が、

述邦政府閣僚と州政府閣僚との定期会合の場として機能していた(山，ロシアではこれに

類する制度として政}(i開会合としての国家詳議会が設計されたといえよう。この制度はど

のような目的で設置され、どのような影響を政府間|剖係にりえているのだろうかc

国家評議会は木会議と幹部会によって構成されてL、ると木会議は3ヵ月に一度t丁われ、
幹部会は連邦管区ごとに 1人ずつ大統領によって選ばれ、計7名て"構成される υ メンバー

125 KOMMep同 HTo-BJIaCTb.7 ¥fapm 2005. C. 30-31 

126 例えば、 2005年2月24日にハンテイ・マンシとアム ルの員長が属認されたが、現職の続行であっ
た。また、タタールスタシのン汽イミエフk統領の任期続行も認められたとのことである J

127 Lawrence Saez. Federalι'im Ivithout a Center: The lmpact 0/ Po!itica! and Economic Reform on 
India"s Fedlωαl命吋tem(Ne¥¥.' Oelhi: Sage Publications， 2002)， pp. 140-149 

l山28 Ma副r凶巾tlf旧n Pa剖I【II由 r，仁o//aαbo山J川正α川1げ凶fμtν吋eFIαばjたeraα/仇ωm: Eωno削ρfI1町t

(C【C守a創mbridge:C創1，bridgeUni阿ve引I悶ち別II町yPress， 1998)， pp. 61-120 
129 W.H. MorrIs-Jones， The Govemment and Po/itics o/India (London: HutchInson UniversIty 
Library， 19(7)， p. 142 
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は基本的に半年で交替となるυ 本会議は年4回開催が原則であるが、 2002年、 2003年は

21口|しか闘催されていなかった本会談での論題は先立つて行われた幹部会での議題につ

いてか、よりμ、範で抽象的な議題があげられることが多いは制わそして幹部会が毎月聞か

れていることを与慮に入れると、多くのI品合、詳判11な議論は幹部会においてなされている

と考えてよいだろうのでは幹部会ではどのような争点が議論のテ マとしてあがっている

のだろうか。評議会の業務について、評議会民の地位について、評議会の作業部会につい

て、など評議会運営に関わる事項を除くと、権限R分、財政間関係、鉄道 運輸、林業

森林保全、環境保言語、社会保障(司令・医療保険)、土地問題、天然資源、エネルギ 問題、

教育、平!生被合体、農業・農村経済、地方自白、麻薬問題、水資源、科学技術、スポーツ

振興、住居政策があげられる c いくつかの争点を除けば、これらのうちのほとんどが憲法

|の共管権限に関わる問題であることがわかるけでは、こうした制度的利ι組みの中で同家

評議会ではどのようにして政策議論が交わされているのだろうか J

まず、土地法制定の事例についてである、土地の所有権が法的にl明確でなかったロシア

では、一上地法の整備が急務であったr プ チンは 2000イ|の教#において十止1血改革を長重

要課題として掲げていたは如何国家評議会では、 2000年 1月30t!の幹部会においてブー

チンが土地改革の重要性を訴えて以降、多くの議論がなされるようになった、その後の

連の幹部会において、議会に送付される前の一上地法草案が審議され、十

売I日1の問題が切り離されることが決定した(川i口32へ椛成T下ef.体4は農地売I口1については反対する

という姿勢をl明悶碓にし}てζαL、たという。このため、法案の提出時期を国家評議会において構

成主体に伝えるといったようにその進捗状況を共布する渓勢をとっていた (133)つ農地売買

や上地取引の規制については、 2002年の幹部会において議題となったが、プーチンは上地

取引の白山化を説きながらも、構成主体が取づ|に制限を諌すことに対しては零認する渓勢

をとり続けていた c しかし、 I地法改正の吋とは異なり、この吋点では多くの構成主体が

農地取引に関する法律の制定そのものには反対しないとの姿勢を示しごいた。ごのように

国家評議会は連邦政IUの政策やプログラムを事前に構成主体首長の審議にかけて|司忌を調

達するという機能を架たしているといえよう〔ただし、議会に送付される法案を半前に議

論できるという点ii問題を合んでいる。民三住宅義の恨幹である議会、そして述邦制の恨幹

である上院が軽視されることになるからであるリ

方で連邦が主導的に政策辺自を行う場合もある。例えば、地方向治改革についての作

業部会が 2002年 10月に設置されたが、これは椅成主体のイニシアチブによってではな

く、大統領停I副長官(当時)のコザクのイニシアチブによるものであった(1~4) この後、 10

月22日の幹部会では、地方向治改革が主要テー?となった九この幹部会において、ブ

チンはJ也jjoi台の活性化在目指した政策の実現を 2005年までに実行するごとを宣言し

130 例えば、 2004年7月の本会議でのごと虫なテーマは戦勝60周年事業について、 2凶4年12月の本会議
では政Kifの効率化について、であったv 本11'，における国家評議会の制度や会什の詳細については連
邦大統領府サイト (http://president.kremlin.ru/stc/2凹 5.shtml)に公表されている岡本評議会議事録
を干I加したc

131 POCClf首CKa~ ra3CTa. 11 lf旧江克 2000.C. 3 

132 V13secn1河 31兄HAap兄 2001.C. 2 
133 RFE/RL J.Vnl'sline， 22 Fcbruary 2001 

134 V13secn1河 26 wκ刀刃 2002仁 4 
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た。その時点ですでに改革法家が刊成されており、同法d正はj位右白治休により多くの権限

を付与するものであったけこの草案に対してロソセリは、連邦政府を1>1点とした垂前的な

権限関係を目指すものであるとして懸念を表明していたはお)。この改市によってコザクは

地域エリートの影響力を削ぐことを怠図していたという。このような急速な展開に対し

て、一部の構成主体では改正に強く抵抗しようとする動きが見られたけその後、構成主体

が社会保防や地域の公営企業の経営権を有していることから、地方自治体の立場が大きく

変わるわけではないとして、改革に対して慎重な庖見が現れたものの(1恥、 6月には|、院を

通過し、 10月には「ロシア連邦における地方自治組織の一般原則について」の連邦法0371

が大統領の署名を得るに至った J

基本的には辿邦市lに関わる事項が議論されてL、ることが以上の事例から読み取れるが、

少しずつ議論される内容に変化が川始めていることを指摘しておかなけれは守ならないr 一

つはテロ対策会合として安全保附会議との共同セッションが組まれるようになったことで

あるコもう つは最近の重要産業の固有化に関わる議論事項である。村11えば 2005年 2月

22日に行われた幹部会で航空席茶の同際競争力の強化が議論され、主要航空席業の統合

方針が決定された C 現政権が重要視するこうした分野の政策について栴成主体は連邦の意

向に逆らいにくいことが予怨される。政策の権威卜lけのために国家評議会が利川され始め

ているのだろうか{同家評議会は、 1.院改革の代償として設置されたが、共管事項につい

て議論し、合意形成をする多政府聞の制度として機能している側面がある c プーチン政権

による辿邦制改革が構成主体に圧力をかけていることは事実ではあるが、構成主体の自律

性が失われたわけではなく、連邦政府は政策遂行のために構成主体の協力を必要としてい

る付今後も継続して政府間問題に関する自由な議論が行われるのかどうか注視する必要が

ある心

以卜のように、ロシアでは栴bJe主体との協調が行政府間レベルでf丁われており、ロシア

における政府聞の閃係性は「行政的述邦主義」として一貫しているごとは確かである c 以

上の分析から政IH間関係にかかわる得制度に共通して見られる問題点が明らかとなった。

それは大統領令のみが制度的な理由付けであるという点である。半大統領制のl白抜的影響

であるといえよう このため、金融f古機やテ口事件など述邦政府を揺るがす事件が起きて、

政策的な優先順j¥'iが変わると制度そのものが変更を迫られることと立ってしまうじ管区設

置のように政府間関係の原則そのものに転換を迫る政策が実行されることもあるのであ

るF

結論

ワッツの枠組みにしたがってロンア連邦制を、権限区分の総ムt、憲法改正の子続き、上
院の機能、窓法裁判所の機能、政府間則政|剖係、政府間|剥係の調整7ロセスと|剖係性の 6

135 RFFjR/~ /Vavsline. 25 October 2002 
136 )也h山治体レベルにおける社会的 民政的関係を考慮に入れれば改芋はより困鮮になる可能件があ

る u こう Lた見地からの地方政治分析は以下が詳 L い~ Tomila Lankina， "Loca[ Administration 

and Ethno-Social Consensus i11 Russia可" EUl'Ope-Asia Sludies 54:7 (2002)， pp. 1037-1053 

137 C06仰LI1e3aK0110皿TenhCT回 POCC.I1HCKOHφenepa叩 H.2003. N，40仁T.3822 
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長作直哉

点、にj土けして分析した。分析の結果、ロシアは辿邦制の特徴を満たしており、また他の辿

~~同家と比較することで連邦制の構造的特質を保持していることが明らかとなったっ

ロシア連邦制の栴造は厳格な窓法体制によって維持されており、その憲法体制自体が変

動にさらされる可能性は低いとみられるレ第 に憲法によって辿邦権限は抑制され、利害

の筒突する分野において構成主体とのコンセンサス形成が必要であり、政府|町関係の関係

牲において「行政的連邦下一義」の特徴が 貫してみられる命第二に、司法が連邦情IJを維持

しようとする広忠をもっており、辿邦行政府をけん制してL、るι 第三に構成主体の財政的

自律件は規模としては比較的lTIく、連邦政府による圧力が強まっても、財源配分の変更は

岡雑であることもあわせて指摘しておかねばならない J ロシア連邦制の構造は、プーチン

による集権的な辿邦制改革が進行しているとはいってもその恨幹が突き崩されてL、るわけ

ではないの連邦政府がこれまでのところ、構成主体との協調を制度的に維持しているとい

う側面も無視されるべきではない。

一五その他の由では構成主体権限の不安定さがU立ってL、るι まず、上院の権限や立泌

が下院に比べて弱く、その拒肖権に限界があることは問題点として指摘できる。地域代表

原則が破壊されない限りは法案をチェックし地域や少数派の意見を組み込むという最小限

の機能を失う事態には至らなL功、に見えるが、最近の上院改革によって構成主体が上院に

対して持つ影響力は減退傾向にある。次は政府|町財政関係についてである r 構成主体が享

受するん主人は規模としては他の連邦国家と比べても遜色ないが、税収配分の決定権は連邦

が掠っており、構成主体が関与できる余地は小さいι 確かに、 h的に辿祁が構成主体の

税収を奪うことは困難であろうが、構成主体が財政システムにおいて連邦政府に依存して

いることは確かである。そして最後は政府間関係にかかわる制度についてであるわ某本的

に人一統領令によって行政ンステムの変更が頻繁に行われるため、連邦レベルにおいても組

織聞の権限関係があいまいで時には対c!rの極ともなるのこのため、窓法体制はともかく、

行政制度の面においてロシア述邦制はガパナンスの基根が脆弱である， r行政的述邦七主義」
は司法機関や政党の力が弱いロシアにおいて政与I間関係のチャネルを構築することを可能

とさせてきたが、制度形成における大統領や大統領府のイニシアチブが強く、どうしても

制度に:t~意性が入り込み易い また、法J交の困家評議会による事前のスクリーニングに見

られるように、連邦制を段目させてしまうかのような試みも立されている。さらに、構成

主体首長が指名および承認に某つくこととなり、民主主義という観!.':¥から見ると不透明さ

がよ曽してしまった 政府間協調を目指した現実的な政策選択として肯定的に理解すること

も可能ではあるが、人;統領権力が強いことを者慮に入れると、今後、制度的な矛盾が憲法

体制の根幹にまで及ぶnJ能性があるのこうした観点からも今後、ロンアにおける制度的安

定化のためには一つ一つの制度在明確な立法的基器に即vr構築する必要があろう。
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The Russian Federal System from a Comparative Perspective 

RASE Naoya 

After the demise of the Soviet Union, Russia changed from a communist regime to democratic 
rule. Federalism was chosen to coordinate the center-regional relationship: and Russia was reborn 
as the "Russian Federation." Recently, various Russian regional researches have been published, 
since "Rebellion" in the Russian region has often been observed. These provided exhaustive 
knowledge ror Russian regional politics, but J'ev.i paid attention to the type of relationship that has 
been built between center (federal government) and region (the components of the Russian 
Federation). Russia institutionalized the federal political system, which is recognized in most 
studies on federal political theory. Therefore, Vo'e need to explain Russian regional politics from the 
perspective of federalism, in order to deepen the comprehension of contemporary Russia. The aim 
of this thesis is to grasp the system of Russian federalism in the framework of comparative 
federalism. 

The traditional approaches to federalism are: the constitutional approach, the sociological 
approach, "the process to integration" approach, and the bargaining approach. While these four 
approaches provide an explanation that is somewhat effective vvith respect to federalism, they do not 
provide a concrete concept for an adequate comparison. Ronald Watts, who is one of the pioneers 
of comparative federalism, succeeded in resolving the problem of how to combine the multifarious 
factors of a federal state. He clarified the definition of federalism, and conceptionalized the 
following six Ceatures of a Cederal political system: 

1. Trvo orders (~f government each acting directly on their citizens 

2. A formal constitutional distribution of legislative and executive authority and allocation of 
revenue resources benveen the I1vo orders of governrnent ensuring some areas of genuine 
autonomy for each order 

3. Provision for the de.l:ignated representation of distinct regional vielVS vvithin the federal policy­
making institutions, usually provided by the particular form (?f the federal second chamber 

4. A supreme lvritten constitution not unilaterally amendable and requiring the consent of a 
significant proport;on of the constituent unUs 

5. An umpire (in the form of courts or provision for referendumsj to rule on disputes bellveen 
governments 

6. Processes and institutions to facilitate intergovernmental collaboration for those areas lvhere 
governmental responsibilities are shared or inevitably overlap (Ronald Watts, Comparing 
Federal Systems. McGill-Queen's University Press, 1999, pp. 6-7) 

What kind of conclusions can be deduced when analyzing Russian federalism based on Watts's 
framework? T examined the jurisdiction between governments, the allocation of fiscal power, the 
functions of the senate, the constitutional amendment procedures, the role of constitutional courts, 
and the intergovernmental relations in comparison with other federal states. 
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In the field of jurisdiction, the Russian federal government has never had wide-ranging power. 
However, the constitutional provision (Article 70, t): "the establishment of the fundamentals of 
federal policy and federal programs in thc spheres of state, economic, ecological, social, cultural and 
national development of the Russian Federation" can confer a power that can interfere in regional 
jurisdiction. Various powers are allocated in joint jurisdiction, but consensus building between 
governments is st111 unstable. With respect to fiscal matters, revenue resources allocated to the 
regions are larger than the average allocation in other federal states, but the fiscal gap between 
regions is very serious in Russia. Now, Putin's reform is pushing to change fIscal federalism. The 
aim of this reform is to clarif.y the fiscal responsibility of governments. Tt is possible that the reform 
causes regions' fiscal dependence on the federal budget because most regions do not have sufficient 
fiscal resources. And thus, the Russian Senate (Federal Council) holds an unstable institutional 
position. The Dwna can override the veto of the senate, and the president can also enact law by 
decree. Since Putin's refornl, the inlluence oCthe senate on the policy-making process continues to 
weaken; hOVl.'ever, the senate is maintaining its status as the organ of regional representatives. In 
Russia, it is extremely dinicult to amend the constitution, and the rigidity assures federalism. 
Federal government basically intcnds to recentralizc the Russian Fedcration. Howevcr, the rigidity 
should protect the principles of federalism. The Russian constitutional comt tends to deliver 
judgments including contents to defend federal jurisdictions. Howcver, thc court always tries to 
remain neutral in political contlicts among other federal, and regional organs. For example, the 
resolution, y,'hich was decidcd on 18 July 2003, repelled interference in the judiciary by the federal 
executive branch. Generally, the federal President takes the initiative in intergovernmental 
relationship construction because the Federal President is able to deal with center-regional problems 
flexibly through promulgation of the presidential decree. The federal govermnent continues to exert 
pressure on regional governments, and it is difficult to reorganize regional political regimes. 

Therefore, stability of the Russian federal political system is inclined to depend on presidential 
inlluences. Hm.vever, this system satisfies Watts's six features: I can confinTI that the rigidity of the 
constitution, the independence of the constitutional courts, and the principle of regional 
representatives in the senate help to maintain Cederalism. The Russian federal political system 
seems to be wavering and is dependent on presidential initiative, but it does have the robustness of a 
constitutional system. The intergovernmental relations have been repeatedly transfonned since 
1993, but the principle of fcderalism has not changed. 
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